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１．実施計画の目的 1

２．実施計画の期間 1
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実施事業計画《施策体系別》 13

Ⅰ 情報と連携の都市づくり

１　行政改革の推進 （14）
２　地域ネットワークの充実 （19）
３　市民参加システムの構築 （20）
４　国際交流・地域間交流の推進 （22）
５　男女共同参画社会づくりの推進 （23）
６　安全な環境づくり （23）

Ⅱ にぎわいと活力あふれる都市づくり

７　農林水産業の振興 （28）
８　商工業の振興 （34）
９　地域資源を活かした観光の振興 （35）
10　労働環境の整備 （37）

Ⅲ うるおいと利便性のある都市づくり

11　道路網の整備 （38）
12　治水対策の河川等の整備 （40）
13　都市空間の整備 （41）
14　上下水道の整備 （43）
15　市街地・住環境の整備 （45）
16　公共交通機関の整備 （46）

Ⅳ 快適で心のかよいあう都市づくり

17　社会福祉の充実 （47）
18　健康づくりの推進 （56）
19　自然環境の保全と活用 （59）
20　快適生活環境の整備 （61）
21　窓口サービスの充実 （63）
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Ⅴ 個性と文化を育む都市づくり

22　生涯学習ネットワークの整備充実 （64）
23　学校教育の充実 （67）
24　青少年の健全育成 （71）
25　文化づくりの推進 （72）
26　スポーツ・レクリエーションの振興 （74）



(1) 本市将来像「人と自然が響き合う新文化都市南アルプス」の実現のため
(2) 政策マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）による事業の進行管理を行うため
(3) 健全な財政運営を図るための指針とするため

【実施計画の位置付け】

基 本 構 想
基 本 計 画

実
施
計
画

第 １ 次
第 ２ 次
第 ３ 次
第 ４ 次

第 ６ 次 平成21年度

平成19年度
平成18年度
平成17年度
平成16年度

H24 H25 H26
の3ヵ年とします。

区　　　分 策定時期 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

計画期間については、実効性・実現性を確保するため、3年間とし、これを毎年度見

直すローリング計画としています。

毎年向こう3ヵ年のローリング方式により策定し、この実施計画は平成22年度から平成24年度

２．実施計画の期間

基本計画に掲げた施策の柱を、具体的な事業内容として規定したものであると同時

に、予想される行政事情や行財政制度の変化の見通しを十分に立て、その見通しの上

に立って作成する毎年の予算編成の根拠となる計画です。

基本構想に掲げた将来像や方針を受け、それを実現するために必要な施策の柱を定め

るとともに、施策を推進していくための指針を示しています。

平成22年度から後期5年間が始まり、最終年度は平成26年度となります。

針を示しています。

計画期間については、新市建設計画が10年間としていることや、急速に変化する経済

情勢に的確に対応していくため、平成17年度を初年度とし、平成26年度を目標年次と

する10年間としています。

この実施計画は、施策体系に基づき3年間に実施する主要な事業を示す計画であり、次の3つの
目的を達成するために策定するものとする。

本市の進むべき方向と将来像を明確にしたうえで、その実現に向けたまちづくりの方

１．実施計画の目的

第 ５ 次 平成20年度

基本構想

基本計画

実施計画

基本政策・・・5

政　策・・・26

施　策・・・40

重点事
業

まちづくりの基本的な方
針

基本政策を実現するため
の行政活動のまとまり

政策を実現するための具
体的方策や対策

施策を実現するための行
政手段としての個々の主
だった事業



1.

2.

3.

4.

事業規模及び事業費は、国や県による特定財源を利用しなければ実施できないものもありま
すが、その見込みを示してます。これら事業の実施にあたっては、当該年度における歳入見込

分野ごとに課題の大きい事業を優先し、平成22年度から平成24年度の財政収支見通しとのバ
ランスを考慮し総体的に調整しました。

基本構想で示す重点プロジェクト及び市長マニフェストによる関連施策を優先的に実施して
いく事業として位置付けています。

この計画の策定においては、目的の達成に向けて、より実効性のある計画とするため、次の事
項に留意し調整しています。

を行います。また、基本計画で設定したまちづくり指標による目標値の進捗度についても併せて
効果の測定を行います。
なお、着実な推進に努めながらも計画を硬直化せず、財政収支とのバランスや緊急度等を勘案

したうえで、その時点で最善といえる方策を選択し柔軟に対応します。

容、実施工程、合計事業費及び事業の推進組織などを掲載しています。

この計画の進行にあたっては、優先事項を明確にしながら、そこへ行政活動を優先的に配分す
ることと併せ、市民アンケート調査などを行い進捗状況を的確に把握し、計画の適切な進行管理

計画に含まれています。

この計画は、基本計画の目標年次に向け、政策体系を推進するうえで貢献度の高い主要な事業
を、優先度、緊急度及び財政収支の動向等を基に明確化したものであり、計画期間内の事業の内

　この計画は、計画期間（平成22～24年度）に実施予定の、主要な事業を示しています。
したがって、コストの発生しない事業であっても、主要な事業に位置づけられるものは、この

３．実施計画の基本的考え方

ただし、既に国及び県で事業認定されている継続事業、特定財源が活用できる見込みのある
緊急度や重要度の高い事業については、新規であっても計画に反映させています。

み及び詳細な事業計画により調整します。さらに、予算編成後の金額を確定事業費とします。

　原則として、本計画では新規建設事業を必要最小限に留めました。

計画の対象となる事業

計 画 の 性 格

計 画 の 進 め 方

計 画 の 調 整 方 針



（単位：千円）
区　　分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
歳入決算額 30,680,688 27,862,137 27,999,705 27,878,525 26,865,796 28,138,047
歳出決算額 28,938,590 26,340,297 26,812,877 26,817,560 25,694,406 26,771,361

区　　分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
当初予算額 28,403,711 25,775,725 26,481,243 25,870,832 26,252,138 26,423,165 26,809,033
補正予算額 1,874,332 3,023,879 1,314,155 1,846,405 835,487 3,433,270 3,019,596
合計 30,278,043 28,799,604 27,795,398 27,717,237 27,087,625 29,856,435 29,828,629

※　平成19年度については骨格予算のため6月補正予算を含む。
※　平成21年度予算については9月補正までの予算額。
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目　的　別　区　分
平成15年度 平成16年度 平成17年度

歳出決算額 歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率

平成18年度 平成19年度 平成20年度

歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率

議会費 390,235 292,235 △ 25.11 228,358 △ 21.86 226,526 △ 0.80 230,385 1.70 222,098 △ 3.60

総務費 6,068,362 4,397,425 △ 27.54 3,331,628 △ 24.24 3,338,981 0.22 3,335,365 △ 0.11 3,507,171 5.15

民生費 6,822,611 5,682,678 △ 16.71 6,510,516 14.57 6,526,922 0.25 6,506,671 △ 0.31 7,168,256 10.17

衛生費 1,989,559 2,039,700 2.52 2,090,680 2.50 2,104,514 0.66 2,136,667 1.53 3,063,576 43.38

労働費 44,535 33,128 △ 25.61 25,929 △ 21.73 26,114 0.71 23,919 △ 8.41 18,513 △ 22.60

農林水産業費 1,273,338 1,205,124 △ 5.36 1,315,298 9.14 1,500,405 14.07 1,314,585 △ 12.38 1,245,652 △ 5.24

商工費 777,218 882,144 13.50 948,681 7.54 454,665 △ 52.07 370,331 △ 18.55 293,681 △ 20.70

土木費 3,009,253 2,973,344 △ 1.19 3,206,552 7.84 3,242,003 1.11 3,247,154 0.16 2,791,776 △ 14.02

消防費 1,050,962 886,492 △ 15.65 942,788 6.35 1,147,001 21.66 1,055,837 △ 7.95 983,973 △ 6.81

教育費 3,986,102 3,903,424 △ 2.07 4,041,750 3.54 3,987,492 △ 1.34 3,254,885 △ 18.37 3,129,831 △ 3.84

災害復旧費 100,005 27,954 △ 72.05 19,872 △ 28.91 0 △ 100.00 6,994 #DIV/0! 1,456 △ 79.18

公債費 3,409,779 4,009,869 17.60 4,150,825 3.52 4,262,937 2.70 4,211,613 △ 1.20 4,285,187 1.75

諸支出金 16,631 6,780 △ 59.23 0 △ 100.00 0 - 0 - 60,191 #DIV/0!

合　計 28,938,590 26,340,297 △ 8.98 26,812,877 1.79 26,817,560 0.02 25,694,406 △ 4.19 26,771,361 4.19

◆　歳出　目的別経費の推移

◆　歳出の推移
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（単位：千円）

※Ａ／Ｂは、総支出に占める義務的経費の割合

区 分
平成15年度 平成16年度 平成17年度

歳出決算額 歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度（予算ベース）

歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率 歳出決算額 伸び率

義　務　的　経
費
（A)

人 件 費 5,707,743 5,583,355 △ 2.18 5,396,513 △ 3.35 5,273,649 △ 2.28 5,181,500 △ 1.75 5,105,749 △ 1.46 5,280,111 3.42

扶 助 費 2,036,896 2,372,058 16.45 2,482,243 4.65 2,515,641 1.35 2,627,697 4.45 2,934,557 11.68 3,127,597 6.58

公 債 費 3,409,779 4,009,866 17.60 4,150,815 3.52 4,262,918 2.70 4,211,613 △ 1.20 4,285,169 1.75 4,112,431 △ 4.03

小 計 (A) 11,154,418 11,965,279 7.27 12,029,571 0.54 12,052,208 0.19 12,020,810 △ 0.26 12,325,475 2.53 12,520,139 1.58

物 件 費 5,324,667 5,120,405 △ 3.84 5,079,547 △ 0.80 4,472,415 △ 11.95 4,552,566 1.79 4,470,405 △ 1.80 5,393,089 20.64

維 持 補 修 費 173,174 165,718 △ 4.31 144,185 △ 12.99 132,257 △ 8.27 137,123 3.68 126,246 △ 7.93 92,389 △ 26.82

補 助 費 等 3,492,621 2,262,836 △ 35.21 2,279,594 0.74 2,858,203 25.38 2,437,598 △ 14.72 2,200,492 △ 9.73 3,420,399 55.44

繰 出 金 3,011,363 2,008,841 △ 33.29 2,421,473 20.54 2,740,372 13.17 2,434,907 △ 11.15 2,921,843 20.00 2,800,703 △ 4.15

積 立 金 1,536,154 1,080,384 △ 29.67 197,836 △ 81.69 405,951 105.20 458,222 12.88 268,069 △ 41.50 12,119 △ 95.48

投 資 及 び 出 資 金 等 5,730 5,650 △ 1.40 36,010 537.35 5,530 △ 84.64 39,720 618.26 56,480 42.20 412,740 630.77

投　資　的　経
費

普通建設事業費 4,140,458 3,703,230 △ 10.56 4,604,789 24.35 4,150,624 △ 9.86 3,606,466 △ 13.11 4,400,895 22.03 7,413,190 68.45

災 害 復 旧 費 100,005 27,954 △ 72.05 19,872 △ 28.91 0 △ 100.00 6,994 #DIV/0! 1,456 △ 79.18 3 △ 99.79

小 計 4,240,463 3,731,184 △ 12.01 4,624,661 23.95 4,150,624 △ 10.25 3,613,460 △ 12.94 4,402,351 21.83 7,413,193 68.39

合 計 （ Ｂ ） 28,938,590 26,340,297 △ 8.98 26,812,877 1.79 26,817,560 0.02 25,694,406 △ 4.19 26,771,361 4.19

45 47 46 39Ａ／Ｂ 39 45 45

32,064,771 19.77

◆　歳出　性質別経費の推移
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H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目

22
億
円
の
減
少

合
併
特
例
措
置
の
終
了
に
よ
る
影
響
と
課
題

H21年度実績

普
通
交
付
税
の
推
移

旧 八 田 村
普通交付税

H25までの
特例分

約50億円

約2億円

H29 H30H26 H27 H28 H31

▲15億円

約20億円
約15億円

旧 白 根 町
普通交付税

旧 芦 安 村
普通交付税

約50億円

72億円

22億円 約22億円

約50億円
本来の
交付額

約11億円

約7億円 単年度ごとの減少額の合計

50億円 約50億円 約50億円 約50億円 約50億円

▲77億円

旧 櫛 形 町
普通交付税

旧 甲 西 町
普通交付税

▲20億円▲22億円旧 若 草 町
普通交付税

▲2億円 ▲7億円 ▲11億円

旧町村を合算した普通交付税が交付される期間 財政運営への影響を考慮し、段階的に縮小される期間 交付税特例期間の完全な終了

★平成25年度で普通交付税の合併算定替（旧合併特例法の合併特例措置）が終了！
★平成26年度から、普通交付税の減少が始まり、H31には「約22億円」の一般財源が無くなる！
★平成31年度までの累積減少額は「約77億円」＝現状の歳出レベルを維持すると77億円の累積赤
字！
★平成26年度以降の６年間での急激な歳出削減は困難＝急激な市民負担増・サービスの見直しが発
生！

実際には
更に減少

実際には
更に減少

0.9

0.7

0.5

0.3

0.1

●現状の歳出レベルを維持すると・・・
　　交付税の影響による累積赤字は７７億円になる。
●累積赤字が約２３億以上で・・・
　　 財政健全化団体（破たん手前）に認定
●累積赤字が約３６億以上で・・・
　　 財政再生団体（破たん団体）に認定
●現状で赤字を解消する確定要因は・・・
　   基金約63億円

減少する額
（▲７７億円）

旧合併特例法による合併市町村への特例措置

※普通交付税額の算定の特例（合併算定替）
　合併年度後１０ヵ年度は、合併がなかったものと仮定して、毎年算定した普通交付税の額が保障される。その後、５カ年度は段階的に削減される。
※合併特例債の発行の特例
　合併年度後１０カ年度は、新市建設計画に基づく特に必要な事業の経費に合併特例債を充当できる。（９５％(公営企業に係るものは１００％)）
　元利償還金の７０％が普通交付税の算定に措置される。

影　響

平成22年度から平成31年度までの10年間での

段階的なコストの削減と行政サービスの見直
し ！

課　題



物件費

人件費

減額幅
(一般財源で)

総 合 政 策 部 666,582 509,747 156,835

歳出予算総額

総 務 部 442,330 104,073

公債費 市 民 部 433,056 331,165 101,891

304,170

187,185 57,592

建 設 部 191,724 146,615 45,109

農 林 商 工 部 244,777

3,010 2,302 708

15,042 11,503 3,539

普通建設事業費
▲１５億円規模

監 査 委 員 会 410 314 96

408,344
普通建設事業費

教 育 委 員 会 1,735,537 1,327,193

その他の経費 その他の経費

16,459

合 計 5,100,239 3,900,239 1,200,000

消 防 本 部 69,955 53,496

1,184

議 会

会 計 課
扶助費

扶助費

人件費

農 業 委 員 会 5,032 3,848

３１年度
仮定予算

２１年度
当初予算

部局

988,6141,292,784保 健 福 祉 部

338,257

３１年度までに物件費を▲１２億円と仮定し
２１年度当初予算の物件費の部局構成比にて
割り戻した場合の試算※仮定条件による試算

（千円）

合
併
特
例
措
置
の
終
了
に
よ
る
影
響
を
歳
出
予
算
で
み
る
と
・
・
・

▲１２億円規模
▲３７億円規模

普通交付税影響
（▲２２億円）
合併特例債影響
（▲１５億円）

市税収入額影響なし

物件費

▲１０億円規模

公債費

≪仮定≫
人件費の減額
扶助費の増額
で相殺とする

≪仮定≫
合併特例債終了
影響により減額

≪仮定≫
補助費等ほか
その他経費
は同額とする

普通建設事業費の
減額に伴い
公債費は

約10億円減額

仮定条件により
残り１２億円を

減額することが必要

平成21年度
の歳出予算

10年後の見込み
平成31年度の歳出予算

１０年経過



[1,231,755]

[19,737]

地域ネットワークの充
実

市政への直接参加シス
テムの構築

0.04%

[36,585]

国際交流・地域間交流
の推進

行財政改革の推進
[356,133]

行政改革の推進 2.38%

注）[　　]内は事業費（単位：千円）

財政の健全化の推進 0.69%

計画期間の

事業費比率

計画期間の

事業費比率

3.07%

４．実施計画の構成

計画期間の

事業費比率
将来像

基本

政策
政策 施　策

市・南アルプス」に結びつきます。

この計画では、基本計画で示した「5つの基本政策」→「26の政策」→「40の施策」の体系に基づ

き、実施する事業を規定しました。掲載する事業は、施策を達成するための手段となり、施策は政策

の手段、政策は基本政策の手段となり、最終的に市の将来像である「人と自然が響き合う新文化都

0.28%

[144,149]

0.47%

[240,107]

地域コミュニティ活動
への支援

0.43%

[220,370]

市民の自主的活動の促
進

0.07%

[36,585]

交流活動の推進 0.07%

[4,475][4,475]

男女共同参画社会づく
りの推進

0.01%0.01%

防災体制の充実 3.05%

[1,580,460]

地域防犯体制の充実 0.18%

安心できる市民生活の
実現

0.02%

[12,642]

安全な環境づくり 3.40%

[1,764,811]

[93,366]

交通安全対策の強化 0.15%

[78,343]

7.30%

情
報
と
連
携
の
都
市
づ
く
り

人
と
自
然
が
響
き
合
う
新
文
化
都
市
・
南
ア
ル
プ
ス

[144,149]

[1,587,888]

[3,778,015]

男女共同参画社会づく
りの推進

市民参加システムの構
築

0.28%



0.34%

[175,662] [139,275]

公共交通ネットワーク
の充実

0.33%

[172,715]

計画的な土地利用の推
進

0.07%

[36,387]

住環境の整備 0.27%

[3,317,447]

下水道等の整備 11.74%

[6,075,657]

安らぎ空間の整備 3.63%

[1,879,016]

良質な水の安定供給 6.41%

[144,736]

街並み景観の整備 0.01%

[4,037]

[1,409,176]

農林水産業の振興 2.72%

政策将来像
基本 計画期間の 計画期間の

施　策
計画期間の

政策 事業費比率 事業費比率 事業費比率

注）[　　]内は事業費（単位：千円）

生産を支える基盤の整
備充実

2.66%

[1,379,521]

農産物のブランド化と
販路の拡大

0.06%

[29,655]

[50,967]

[91,797]

商工業の振興 0.18%

地域資源を活かした観
光の振興

商業の振興 0.03%

[15,410]

2.07%

0.15%

[76,387]

工業の振興

2.07%

0.28%

[2,879,572]

観光基盤の整備

[1,070,198]

労働環境の整備 0.10%

生活関連道路の整備 5.56%

[2,879,572]

[1,070,198]

道路網の整備 5.56%

[50,967]

就労の促進 0.10%

河川・水路の整備

[172,715]

上下水道の整備 18.15%

人
と
自
然
が
響
き
合
う
新
文
化
都
市
・
南
ア
ル
プ
ス

う
る
お
い
と
利
便
性
の
あ
る
都
市
づ
く
り

[2,622,138]

[14,648,842]

5.07%

に
ぎ
わ
い
と
活
力
あ
ふ
れ
る
都
市
づ
く
り

公共交通の整備

28.30%

治水対策の河川等の整
備

0.28%

[144,736]

0.33%

都市空間の整備 3.64%

[1,883,053]

[9,393,104]

市街地・住環境の整備



学校教育の充実 4.31%

将来像
基本 計画期間の

政策 事業費比率 事業費比率 事業費比率
施　策政策

計画期間の

注）[　　]内は事業費（単位：千円）

地域福祉の充実 3.11%

計画期間の

[1,608,932]

児童福祉の充実 19.03%

[9,853,425]

高齢者福祉の充実 9.60%

[4,967,657]

障害者福祉の充実 7.30%

[2,617,552]

窓口サービスの向上 0.21%

[3,776,891]

[1,023,262]

保健・医療の推進 5.70%

[2,951,643]

自然と共生する地域づ
くり

1.98%1.98%

[1,023,262]

生活環境の保全 5.06%

窓口サービスの拡充 0.21%

[110,775]

社会福祉の充実 39.04%

[20,206,905]

健康づくりの推進 5.70%

[2,951,643]

自然環境の保全と活用

生きる力を育む学校教
育の推進

1.66%

生涯学習システムの推
進

1.74%

[900,167]

健全育成支援体制の強
化充実

0.11%

[860,070]

学校施設の整備充実 2.65%

[1,370,746]

[480,374]

スポーツ・レクリエー
ション活動の推進

0.93%

[57,942]

歴史・伝統文化の振興 0.28%

[142,546]

[480,374]

青少年の健全育成 0.11%

[57,942]

文化づくりの推進 0.28%

[142,546]

スポーツ・レクリエー
ションの振興

0.93%

人
と
自
然
が
響
き
合
う
新
文
化
都
市
・
南
ア
ル
プ
ス

[3,811,845]

7.37%

個
性
と
文
化
を
育
む
都
市
づ
く
り

51.99%

快
適
で
心
の
か
よ
い
あ
う
都
市
づ
く
り

[26,910,137]

[2,230,816]

[900,167]

生涯学習ネットワーク
の整備充実

1.74%

[110,775]

快適生活環境の整備 5.06%

[2,617,552]



■総　括
　この表は、「基本政策」→「政策」→「施策」→「事業」で構成しています。

■区　分
　新規事業及び継続事業の区分となっています。

○新規・・・・・新規事業
○継続・・・・・継続事業

■事業内容・実施方針

■事業費・実施工程
(1)
(2)
(3)

■部局・課

５．掲載内容の見方

区
分

事 業 名
H24

事業内容・実施方針

事業費(千円)・実施工程

３ヵ年計

部
局

課
H22 H23

新
規 → →

事業の内容や実施方針を説明しています。（どういう事業を実施するのか。事業の全体像な
ど）

○○○○事業
○○により、○○を行う。

○○のため、○○を行う。
0

●
●
部

○
○
課→

平成22年度から平成24年度の実施工程を掲載しています。
3ヵ年の事業費合計を掲載しています。
実施工程については、下表により掲載しています。

新
　
規

≫

→

●

開始年度（●印との重複記載箇所は、単年度実施）

次年度以降への継続年度

終了年度

継
続

　事業を所管する部局及び課の名称です。

→ 次年度以降への継続年度（平成21年度以前が開始年度）

● 終了年度（平成21年度以前が開始年度）



メ　モ



実　施　事　業　計　画

《施策体系別》



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 国・県への要望事業
国、県の各省庁及び部局ごとの本市に関連する次年度の
施策及び予算に対し提案及び要望活動を行う。 → → → 0

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 実施計画策定事業

第1次南アルプス市総合計画の中の基本計画に掲げた施
策の柱を具体的な事業内容として規定したものであると同
時に、予想される社会的経済的条件や行財政制度の変化の
見通しを十分に立て、3年間に実施する事業を取りまと
め、あらゆる状況を踏まえて作成する毎年の予算編成の根
拠（資料）となる計画である。

→ → → 0

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 予算編成・執行事務事業
財政規模を踏まえ、必要性のある行政サービスを確保す
るため予算編成、予算配当事務及び予算書の作成事務。 → → → 7,713

総

合

政

策

部

財

政

課

継続 財政状況分析事務
財政状況及び執行を分析・把握し、健全財政を計画的に
運用するとともに市の財政状況を広報誌及びホームページ
等を活用して、市民に情報公開をおこなう。 → → → 1,425

総

合

政

策

部

財

政

課

継続 指定管理者制度推進事業

公の施設の管理を民間に開放する指定管理者制度を導入
する事業。
今まで公の施設は、直営か一部事務組合などの市が２分
の１以上出資している団体による管理しかできなかった。
地方自治法の一部改正により、公の施設の管理が民間事
業者（指定管理者）にも可能となったことにより、平成１
８年４月から指定管理者制度を導入した。

→ → → 2,946

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続
固定資産評価審査委員会管理
運営事務

固定資産評価審査委員への辞令交付、庶務、委員会の開
催。 → → → 150

総

務

部

総

務

課

継続 個別外部監査実施事業

市の公の施設の指定管理者に対し個別外部監査を行い、
指定管理者の管理運営状況や会計状況を把握する。監査は
市の監査委員に代え公認会計士に委託し行い、結果につい
ては１１月末に市長、議会、監査委員会に報告する。

→ → → 3,000
総

務

部

総

務

課

継続 公用車管理事業 　リース車両を含めた公用車等の管理を行う。 → → → 104,580
総

務

部

管

財

契

約

課

継続 市有財産等管理事務

　南アルプス市が所有している建物及び土地の管理
　　①市有財産の管理
　　②借り上げ土地等の管理
　　③市有財産の台帳整備

→ → → 71,076
総

務

部

管

財

契

約

課

継続 契約事務

南アルプス市で行う建設工事又は物品購入の契約に際
し、市の入札参加有資格者名簿へ登録してある者の中か
ら、最も有利な価格で請負又は売買してくれる業者を、公
平公正に入札により決定する。また、平成21年度から電子
入札を取り入れ、３年後ぐらいをめどに全体の８０％以上
の契約に対し導入を図っていく。

→ → → 10,953
総

務

部

管

財

契

約

課

継続 市税賦課事務
　前年中の所得に対して課税する事務。
給与報告書や年金ﾃﾞｰﾀ並びに本人の確定申告または住民
申告等により課税。 → → → 34,350

総

務

部

税

務

課

基本政策 Ⅰ　情報と連携の都市づくり

政　策 　１　行政改革の推進

　　施策（１）財政の健全化の推進
市財政の健全な運営を図る。（効率的な事務事業執行と適正な予算規
模での財政運営。財政健全化法による健全化判断比率並びに経常収支
比率等よる財政指標数値による状況の検証と、自主財源の確保）

区分 部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 軽自動車賦課事務
原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪車
の小型自動車を所有している人に課税する。 → → → 8,166

総

務

部

税

務

課

継続 家屋評価事務

新築・増築家屋の実地調査を行い評価額を算出し、課税
台帳へ登録する。
届出等に基づいて取壊し家屋の現地確認を行い課税台帳
から削除する。
既存家屋についても毎年課税を行うと共に、価格の見直
しを３年に１度行う。

→ → → 753
総

務

部

税

務

課

継続 固定資産税賦課事務

Ｈ22年度において、評価替えを実施。固定資産税は、毎
年1月1日の賦課期日に固定資産を所有している方に、その
固定資産の評価額を基に算定した税額の課税を行う。毎年
7月1日を基準日として市内に設定してある宅地標準地・路
線価設定路線の地価調査（不動産鑑定）を不動産鑑定士に
委託して行い、その結果を翌年度の固定資産税賦課に反映
させている。

→ → → 69,981
総

務

部

税

務

課

継続 家屋システム維持管理事業 　年間業者と契約しシステムの維持管理を行う。 → → → 3,303
総

務

部

税

務

課

継続 土地家屋台帳整備事業 　土地・家屋台帳修正記載を行う。 → → → 7,104
総

務

部

税

務

課

新規 コンビニ収納事業

税・料などの納税義務者、納付者に対しコンビニ収納と
いう納付しやすい環境を提供することにより、納め忘れの
減少、手間の省略などの利便性の向上に役立ち、ひいては
早期納付の達成、収納率の向上、滞納額の減少にも役立
つ。

≫ → → 9,402
総

務

部

収

税

対

策

課

継続 滞納整理事務
納期限の経過した滞納金を、相談・差押・捜索等の手段
を用いて、滞納者に早期に納付してもらう。 → → → 6,477

総

務

部

収

税

対

策

課

継続 徴収員訪問徴収事務
滞納や未納となっている税金や料金を、徴収員（臨時）
が直接訪問し徴収してくる。 → → → 14,754

総

務

部

収

税

対

策

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 市長等秘書業務
　市長及び副市長の日程管理、接客、請願・陳情・要望処
理、市長会関係事務等について、市長及び副市長のアシス
タント的な業務を行う。 → → → 18,024

秘

書

課

継続 叙勲褒章等表彰申請事務

　市内において地方自治の振興に功績のあった市町村長、
市議会議員、旧町村の議会議員等を歴任した候補者の中か
ら、国及び県で定める基準に該当する方を、春秋の叙勲、
特別叙勲（高齢者及び死亡）、県政功績者表彰について県
担当課（市町村課）に推薦する。

→ → → 0
秘

書

課

継続 議会対応事務
　市議会開会の冒頭に行う市長説明要旨の作成と、各定例
会ごとに行われる代表質問、一般質問の答弁書の調整す
る。 → → → 0

秘

書

課

継続 市民暮らしの便利帳作成事業
　市民の日常生活に役立つ行政情報を提供するために作成
する。

≫
●

2,363
秘

書

課

部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針

事務事業の改革改善が図るとともに、人材育成方針で規定する職員に
求められる能力と勤務姿勢を備え、市民に信頼される行政運営を行
う。

区分

区分 事業名 事業内容・実施方針

　　施策（２）行政改革の推進

部局 課

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 データベース検索閲覧事業 　山日新聞の最新ニュース、縮刷版などの閲覧。 → → → 2,781
秘

書

課

新規
市勢情報パンフレット作成事
業

　市勢パンフレットの刷新。
≫
●

3,000
秘

書

課

継続 政策研究事業

　市政推進のため多種多様な事項に対し調査研究する経
費。
・政策決定に必要な事項に対し調査研究を行う
・必要な事業について制度を確立し、施策として各所管に
事務移管する。

→ → → 4,290

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 政策づくり勉強会運営事務

　職員の人材育成の一環及び市役所機能の強化として、意
欲ある中堅職員を対象に政策づくり勉強会を開催。
　年齢層に幅を持たせ、部局を横断した構成とし、組織内
の横断的なコミュニケーションづくりに役立てる。勉強会
では、政策課題について参加者が自発的な調査研究を行
い、政策提言にまとめる。

→ → → 0

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 市民満足度調査実施事業

　総合計画の進捗度（まちづくり）を計る尺度として、18
才以上の市民を無作為抽出しアンケート調査を行う。平成
15年度から隔年に実施されていたが、後期基本計画の見直
しに伴い新たな設問を追加し「まちづくり指標」として利
用しているため、今後は毎年度実施とする。
　回収したアンケートを集計・分析し、その結果をホーム
ページ等で公開する。

→ → → 1,110

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

新規 未利用国有地取得事業 　旧櫛形法務局跡地を取得し、活用を検討する。 ≫ → 41,000

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続
ネットワーク施設維持管理事
業

　市役所・支所・保育所・学校・図書館などをつなぐネッ
トワークを維持管理する事業。業務系電算システム並び情
報系電算システムは本庁を中心に各支所・各出先機関を繋
ぐ光伝送路（光ケーブル）を利用し、各施設に設置されて
いるネットワーク機器並びLAN配線を経由して24時間体制
で運用され、各システムが常時通信できる環境を構築する
ことを目指す。

→ → → 174,804

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続 情報系システム維持管理事業

　本市職員が使用するコンピュータ及びグループウェア、
共有文書、GISシステムなど市情報系電算システムに関す
る維持管理事業。情報系システム運用に関わる機器の保守
委託やインターネット接続料、また年間単位で更新となる
ウィルス対策ソフトウェアの購入などを行っている。

→ → → 114,213

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続 業務系システム維持管理事業
　住民基本台帳、各税、介護保険などの住民情報システム
と財務会計システム、職員給与システムなどの市業務系シ
ステムの管理を行う。 → → → 275,307

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続 ＧＩＳシステム研究事業

　旧自治体範囲ごとに異なる事業者による道路台帳管理と
なっている本市の道路台帳において、今度の業務効率化の
ために、道路台帳を一元化する方策について、「ＧＩＳ研
究会」で検討を行う。

→ → → 0

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続 業務系システム整備改修事業
　平成22年4月に稼動する業務系新システム運用状況の支
援を行う。 → → → 1,058

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続
行政改革実施計画進行管理事
業

　行政改革大綱・同実施計画の進行管理。
　「南アルプス市行政改革の推進に関する条例」第4条3項
の規定により実施計画の進捗状況を毎年公表する。 → → → 30

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続 行政評価システム構築事業

　H19年度から事務事業評価制度を導入しており、これま
でモデルとして選定した事務事業の評価を行い、ホーム
ページで公開、改革改善に向けた取り組みを行ってきた。
将来的に実施計画と予算、事務事業評価を連動させたより
水準の高い行政評価システムの構築を目指する。

→ → → 23,992

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針区分 部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 公共施設再配置推進事業

　市所有の公共施設の管理運営状況を詳しく調べ、市民に
不公平が生じないように、サービス提供の均一化と管理経
費の削減を図りながら、利用者から理解を得られる公共施
設の有効活用に向けて、施設の（改廃を含む）再配置を進
める事業。

→ → → 0

総

合

政

策

部

行

政

シ

ス

テ

ム

課

継続
庁舎宿直警備及び日直業務管
理事業

（宿直警備）　毎日17時30分から翌朝8時30分まで本庁舎
の夜間警備と電話応対を警備会社へ委託。
（日直）　休日の8時30分から17時30分まで55歳以下の職
員3名により埋葬許可証の発行、各種届出の預かり及び電
話応対を行う。

→ → → 12,315
総

務

部

総

務

課

継続 市制記念式典事業

　平成14年10月17日の旧6町村の合併調印の日を記念して
毎年10月17日以降の最初の日曜日に桃源文化会館において
市制施行記念式典を行う。約500名を招待し、市制発展に
寄与した人し表彰条例に基づき特別功績者・功績者として
表彰を行う。

→ → → 2,613
総

務

部

総

務

課

継続 選挙管理委員会運営事業
　年4回の選挙人名簿定時登録事務・在外選挙人名簿調
整・公職選挙法・選挙事務等の研修参加。 → → → 1,641

総

務

部

総

務

課

継続 市の象徴管理事業

・市章の積極的活用については、市のシンボルであり、市
民の財産でもある市章を広くＰＲするため、市章の積極的
な活用を図るよう努める。
・市内公共的団体等の使用については、市民の新市に対す
る愛着心の育成を促進し、住民と行政が一体となったまち
づくりを推進する目的を持って行う事業等について、その
使用が妥当と判断する場合に市章の使用を許可する。

→ → → 0
総

務

部

総

務

課

継続
例規集･法令関連図書管理事
業

　例規集及び市町村事務要覧他関係図書の管理、購入及び
追録。 → → → 9,603

総

務

部

総

務

課

継続 例規データベース管理事業

　庁内例規執務サポート及びデータベースの使用契約。
　　・例規集データベースシステム使用料
　　・原案管理システム使用料
　　・現行法令Ｗｅｂシステム
　　・例規データの加除

→ → → 13,134
総

務

部

総

務

課

継続
ⅰJAＭP他情報提供サービス
事業

　ｉＪＡＭＰ（官報情報、行政ニュース、官庁速報等の行
財政情報サービス）を全職員がＷｅｂ上で閲覧可能とす
る。 → → → 12,249

総

務

部

総

務

課

継続
ファイリングシステム管理事
業

　個別フォルダーを利用して公文書の共有化を行い、課内
の職員であれば何時でも誰でも確認できるようにする。
　公文書を分類別、保存年限別に分け過去１年間までは課
内に保管するが、2年経過の時点で総務課へ管理移管する
ことにより、長期的な統一管理を行う。

→ → → 8,160
総

務

部

総

務

課

継続 機密公文書溶解処理事業
　保存年限を過ぎた個人情報を含む公文書の溶解処理を年
4、5回程度実施する。 → → → 948

総

務

部

総

務

課

継続 旧町村保存文書整理支援事業
　合併前の町村文書を確認し分類別、保存年数別に統一管
理する。
　歴史的文書を確実に保存する。 → → → 3,126

総

務

部

総

務

課

継続 書庫整備事業
　公文書の保存用の施設・場所の確保と保存用の固定棚の
設置。 → → → 7,932

総

務

部

総

務

課

継続 公平委員会管理運営事務 　公平委員会の運営事務。 → → → 375
総

務

部

総

務

課

部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針区分



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 庁議運営事業

　行政機関としての方針の決定や重要施策の審議及び調整
を要する事項を審議する。会議・行事予定や庁内に周知し
たい事項などについて連絡調整をする。毎月2回実施
（必要に応じて臨時庁議を開催）。

→ → → 0
総

務

部

総

務

課

新規 参議院議員通常選挙執行事業 平成22年7月25日任期満了に伴う参議院議員通常選挙。
≫
●

35,811
総

務

部

総

務

課

新規 山梨県知事選挙執行事業 平成23年2月16日任期満了に伴う山梨県知事選挙。
≫
●

34,423
総

務

部

総

務

課

新規 南アルプス市長選挙執行事業 平成23年4月26日任期満了に伴う南アルプス市長選挙。
≫
●

32,000
総

務

部

総

務

課

新規
山梨県議会議員一般選挙執行
事業

平成23年4月29日任期満了に伴う山梨県議会議員一般選
挙。

≫
●

31,714
総

務

部

総

務

課

新規 公文書館建設事業

　増える一方の公文書の保存場所として八田健康センター
を利用をしているが、昭和５６年度以前の耐震構造外の建
物であり、長期的に利用するには耐えられない状況であ
る。市民の情報を市民の財産として責任を持って保存する
には、耐震、耐火及びセキュリティーを備えた保存施設
（公文書館）の建設が必要である。

≫ → 55,000
総

務

部

総

務

課

継続 職員健康診断事業

　職場における労働者の安全と健康を確保することを目的
としており、全職員及び全臨時職員（常勤)に対して実施
する。
　出張検診及び人間ドックの受診契約を行う。

→ → → 44,847
総

務

部

人

事

課

継続 人事評価制度運営事業
　職員の資質向上を図り、一人ひとりの可能性を最大限に
引き出しすことによって、職員のやる気を、向上心を高
め、組織としての活力の向上を図るために行う。 → → → 20,100

総

務

部

人

事

課

継続 職員研修・研修参画事業

　職務に必要な知識及び技能を付与することによって職務
能率の増進を図り、もって人格と教養を高めるために行
う。
　　・全職員を対象に階層研修と能力開発研修を実施す
る。
　　・能力開発研修は、選択性として年間1つの講座を受
講させる。

→ → → 3,420
総

務

部

人

事

課

継続 互助会活動支援事業

　会員の互助共済、福利増進及び親睦を図るために次の事
業を行う。
　　①慶弔及び報酬に関すること
　　②福利・厚生事業に関すること
　　③各種団体活動への助成に関すること

→ → → 13,866
総

務

部

人

事

課

継続 課長職昇任試験実施
　課長職昇任対象者に対し、論文試験及び面接試験を実施
し、合格者を決定する。 → → → 741

総

務

部

人

事

課

継続 職員子育て支援事業 　子育て支援プラン推進会議を開催する。 → → → 0
総

務

部

人

事

課

継続
三郡衛生組合運営参画事業
（火葬場）

　三郡衛生組合火葬場の運営・建設費の負担金事務で南ア
ルプス市・中央市・富士川町・市川三郷町・昭和町の2市3
町で構成実施している。円滑な火葬場の運営をするため構
成市町村で均等割、人口割で運営費を負担をしている。

→ → → 225,765
市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針区分



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 コミュニティ活動支援事業

　（財）自治総合センターが宝くじの収益金などを利用
し、コミュニティの健全な発展を図るとともに宝くじの普
及広報事業を行うために実施するコミュニティ助成事業を
自治会等に周知、募集し、申請書や実績報告のとりまとめ
と提出等を行う。

→ → → 30,000

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 地域集会施設建設支援事業
　自治会が行う地域集会施設の建設及び用地の購入事業に
対して補助金要綱により補助金を交付する。 → → → 20,000

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 地域集会施設修繕支援事業
　自治会が行う地域集会施設の修繕、耐震、駐車場整備事
業に対して補助金要綱により補助金を交付する。 → → → 23,700

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 地域自治会活動事業
　南アルプス市区長会連合会の事業運営、地域自治会活動
の推進、地域自治会への事務取扱交付金の交付に関するこ
とを処理する。 → → → 111,615

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 八田地区区長会運営事業
　八田地区の区長及び区役員で構成する区長会事務局の事
務。 → → → 0

市

民

部

八

田

窓

口

サ
ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 白根地区区長会運営事業
　白根地区の区長及び区役員で構成する区長会事務局の事
務。 → → → 30

市

民

部

白

根

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続
地域コミュ二ティーイベント
支援事業（心あったか祭り）

　11月３日（文化の日）に、収穫に感謝し、市民が集い楽
しむ祭りを桃源文化会館で開催する。
　心あったか祭り、育成会の桃っ子祭りとで合同開催し、
各種団体の紹活動紹介や友好都市（北海道津別町）との交
流も行われている。

→ → → 3,300
市

民

部

白

根

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続
地域コミュ二ティーイベント
支援事業（紅葉まつり）

　南アルプス前衛の山々が紅葉を迎える11月初旬、芦安地
区の各種団体による舞台発表、販売コーナー、体験コー
ナー等を行い、訪れる人々と自然にふれあいながら交流す
るイベントに対して補助金を交付する。補助金の交付先は
事業実施主体である「紅葉まつり実行委員会」。

→ → → 3,600
市

民

部

芦

安

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 芦安地区区長会運営事業
　芦安地区の区長及び区役員で構成する区長会事務局の事
務。 → → → 0

市

民

部

芦

安

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続
地域コミュ二ティーイベント
支援事業（サマーフェスティ
バル）

　実施主体サマーフェスティバルinわかくさ実行委員会が
毎年8月第１土曜日に遊湯ふれあい公園広場で開催する夏
のイベントに対する支援。 → → → 17,553

市

民

部

若

草

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 十日市開催支援事業

2月10日、11日十日市祭典の開催に対する支援。（会議開
催、占用申請、看板設置、駐車場整備委託、保険加入、レ
ンタルトイレの設置、警備委託、信号機規制委託、レンタ
ルトイレの給水・メンテ委託、交通規制、定期バス路線変
更、ごみ処理委託）

→ → → 3,162
市

民

部

若

草

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 若草地区区長会運営事業
　若草地区の区長及び区役員で構成する区長会事務局の事
務。 → → → 0

市

民

部

若

草

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

政　策 　２　地域ネットワークの充実

地域で話合いながら、地域コミュニティの活動が円滑にできるように
支援を行なう。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

　　施策（３）地域コミュニティ活動への支援



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
地域コミュ二ティーイベント
支援事業（甲州凧上げまつ
り）

　参加者自身が作成した甲州凧を上げることで伝統の甲州
凧に対し理解を得ると共に、地域の一体感を醸成する。 → → → 7,284

市

民

部

甲

西

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 甲西地区区長会運営事業
　甲西地区の区長及び区役員で構成する区長会事務局の事
務。 → → → 126

市

民

部

甲

西

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
市民活動センター維持管理事
業

　市民による社会貢献活動を支援し、ＮＰＯ、ボランテイ
ア団体等に活動の場の提供をする。 → → → 19,737

市

民

部

市

民

活

動

セ

ン

タ
ー

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 広報発行事業
　市からのお知らせや情報を市民に伝えるため、月1回の
広報紙を発行する。 → → → 57,072

秘

書

課

継続 ふるさとメール配信事業
　市からの情報をはじめ、新聞に掲載された市関連の記事
などをネット上に掲載し、購読契約者に毎月配信する。 → → → 756

秘

書

課

継続 市長への手紙事業

　市内の公共施設等に設置した封筒と便箋を使っての手
紙、また市のホームページからメールにより市民から率直
な意見を寄せてもらい、市長名で市の考えを回答する。意
見・提言・要望を市政に反映させていく。

→ → → 102
秘

書

課

継続 まちづくり懇談会事業
　市または地区の施設を利用し、市民と市長、市の幹部職
員が市民からの要望・意見・提案について意見交換を行な
う。 → → → 66

秘

書

課

継続 市長とのふれあいトーク事業
　対象を決めたふれあいトークを行い、市民と市長が直接
ひざを交えた話ができる場を設け、その現状と意見を把握
し、市政に反映させる。 → → → 0

秘

書

課

継続 八田CATV施設管理事業
　行政自主放送番組が八田地区内に正常に流れるように、
八田ＣＡＴＶ設備の維持管理を行う。 → → → 3,426

秘

書

課

継続 芦安CATV運営管理事業
　行政番組放送に必要となる芦安ＣＡＴＶ設備の維持管
理。 → → → 2,346

秘

書

課

部局 課

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

事業費（千円）・実施工程

部局 課

区分 事業名 事業内容・実施方針

政　策 　３　市民参加システムの構築

事業費（千円）・実施工程

事業内容・実施方針事業名区分

　　施策（４）市民の自主的活動の促進
目的を持って自主的な活動を行う各団体のネットワーク化を進めて、
市民が主体となる地域づくりを促進する。

　　施策（５）市政への直接参加システムの構築
「市民と市役所の協働のまちづくり」の理念・意識を定着させ、市民
が自主的に市政に参加・参画するシステムを構築する。

部局



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 有線テレビ設備維持管理事業
　白根ケーブルネットワーク内にある市所有の放送機器保
守点検及び行政番組制作と放送に必要となる編集機器の定
期点検整備。 → → → 23,316

秘

書

課

継続
番組制作放送事業(ニュース
番組）

　市内の出来事や情報等を取材し、行政番組として編集し
た後、CATVを利用して市内CATV加入世帯に向け放送する。 → → → 16,521

秘

書

課

継続
番組制作放送事業　(市議会
４定例会）

　定例市議会の市長あいさつ及び代表・一般質問等を収録
編集した後、CATV加入世帯を対象に有線放送を利用して行
政自主番組を放送する。 → → → 2,157

秘

書

課

継続
番組制作放送事業(てれび広
報「ほっとナビ」）

　毎月発行している広報紙を基に、文字数に限りがある広
報紙を、より詳しくわかり易い表現で担当者が出演し説明
した広報番組を制作し、市内のCATV加入世帯に配信する。 → → → 6,465

秘

書

課

継続
番組制作放送事業(トピック
ス・お知らせ）

　市の事業で、特に市民に広く情報として伝えなければな
らない事柄（制度改正、啓発事項等）をCATV加入世帯に向
け、行政自主放送番組を制作して放送する。 → → → 3,018

秘

書

課

継続 番組制作放送事業(編集）
　CATVを利用した行政自主番組が放送できるように、市が
行う事業やイベント等の取材テープを行政番組として編集
し、CATVを利用して市内CATV加入世帯に向け放送する。 → → → 16,926

秘

書

課

継続 行政自主放送業務委託事業

　市からのお知らせやニュースなど、行政放送番組として
制作したものを市内のＣＡＴＶに加入している世帯に対し
て、統一した内容を放送するため、市民に向けた放送業務
を峡西ＣＡＴＶと富士川ＣＡＴＶへ依頼する。

→ → → 1,800
秘

書

課

継続 ホームページ管理運営事業 　ホームページの保守。 → → → 3,752
秘

書

課

継続 地域審議会開催事業

　合併前の旧6町村の区域にそれぞれ地域審議会を設置
（平成15年4月1日から平成25年3月31日）し、市長の諮問
に応じて審議・答申及び必要と認める事項について審議
し、市長に対し意見を述べることができる。

→ → → 5,271

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 個人情報保護事務

・個人情報ファイルの届出確認
・個人情報ファイルの外部提供の内容確認
・保有個人情報の開示、訂正、利用停止等の請求及び審査
会への諮問

→ → → 435
総

務

部

総

務

課

継続
情報公開・個人情報保護審査
会運営事務

　市が保有する情報を、市民の請求に応じて開示する。 → → → 321
総

務

部

総

務

課

継続
協働のまちづくり啓蒙・啓発
事業

・協働のまちづくりを推進するために、市広報誌やＣＡＴ
Ｖを利用しての広報。
・研修会の実施。
・啓蒙・啓発のための資料の作成・配布。

→ → → 123
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続
協働事業公募・提案制度推進
事業

　協働のまちづくりを推進するため、協働事業公募・提案
制度の仕組みをつくり、制度の推進を図る。 → → → 150

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
協働コーディネーター養成事
務

　協働のまちづくりを推進するため、協働事業等の取組を
支援する、「協働コーディネーター」を養成する。 → → → 126

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
国内姉妹都市交流事業（北海
道津別町）

　北海道の津別町との交流（津別町物産展への訪問・本市
のこころあったか祭りでの受け入れ）を行う。 → → → 1,644

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 国際交流協会運営支援事業

　本市と友好関係にある国際都市との親善を基調とし、教
育・文化・経済等相互の交流を図り、また、地域に住む外
国人と日本人の接点の場として、地域交流事業を展開し地
域住民の国際的感覚を養う事業を行う協会に対し支援す
る。

→ → → 501

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続
国際交流協会多文化共生活動
支援事業

　地域在住外国人と日本人との接点の場として、日本語教
室等を運営する市国際交流協会が多文化共生事業を支援す
る。 → → → 303

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 国際交流協会管理事業
　本市と海外姉妹都市との交流や在住外国人と日本人の地
域交流（多文化共生事業）を行う国際交流協会への人的支
援を行う。 → → → 9,258

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 多文化共生事業

　地域在住外国人と日本人との接点の場として、日本語教
室等を運営する市国際交流協会へ多文化共生事業を委託す
る。
　　・多言語パンフレット作成（行政情報提供）(新規・
単年度）
　　・在住外国人向け情報誌発行（４半期毎・ポルトガル
語・中国語）

→ → → 270

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 クィンビヤン市交流事業

　海外姉妹都市の豪州クィンビヤン市との交流事業。
　双方の中学生等の間でホームステイ交流を行い、異文化
体験をしながら国際人としての知識を身につける機会とす
る。隔年で訪問・受入を行っている。

→ → → 3,892

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 ウィンターセット市交流事業

　海外姉妹都市の米国アイオワ州ウィンターセット市との
交流事業。
　双方の中学生等の間でホームステイ交流を行い、異文化
体験をしながら国際人としての知識を身につける機会とす
る。隔年で訪問・受入を行っている。

→ → → 4,087

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 マーシャルタウン市交流事業

　海外姉妹都市の米国アイオワ州マーシャルタウン市との
交流事業。
　双方の中学生等の間でホームステイ交流を行い、異文化
体験をしながら国際人としての知識を身につける機会とす
る。隔年で訪問・受入を行っている。

→ → → 4,448

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続
青少年国内交流事業（津別
町）

　友好姉妹都市である北海道津別町の小学生との交流事業
で、訪問と受入れを隔年で実施している。 → → → 1,757

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 青少年交流事業（小笠原村）
　友好姉妹都市である東京都小笠原村の中学生との交流事
業で、訪問と受入れを隔年で実施している。 → → → 3,425

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

部局 課

政　策 　４　国際交流･地域間交流の推進

　　施策（６）交流活動の推進
姉妹都市の交流は継続し、加えて、市内に在住する外国人において
も、お互いの文化・生活習慣を理解し共生する社会を形成する。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

課部局

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
青少年国内交流事業（穴水
町）

　友好姉妹都市である石川県穴水町の小学生との交流事業
で、訪問と受入れを隔年で実施している。 → → → 1,921

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
八田地区かきまいもん朝市開
催事業

　石川県穴水町と姉妹交流を通じ特産物の交流を年間2回
行う。 → → → 5,079

市

民

部

八

田

窓

口

サ
ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 男女共同参画啓発事業

　少子・高齢化、人口減少社会など社会経済情勢の急速な
変化に対応していく中で、男女が互いにその人権を尊重
し、喜びも責任も分かち合い、自らの意思を持ち、一人ひ
とりの能力を十分に発揮できる社会（男女共同参画社会）
実現のため、市民に意識の啓発を行う。

→ → → 1,593
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続
ハーモニーフォーラム開催事
業

　性別にかかわりなく、誰もが互いにその人権を尊重し、
喜びも責任も分かち合い、自らの意思を持ち、一人ひとり
の能力を十分に発揮できる男女共同参画社会実現に向けて
の気運をさらに広く醸成することをねらい、年に1回
フォーラムを開催する。

→ → → 1,113
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 女性議会開催事業
　隔年ごと、公募と女性団体連絡協議会からの推薦によ
り、一日女性議会を開催する。 → → → 359

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続
女性団体連絡協議会活動支援
事業

　会員と各種団体の自主性を尊重する中で、相互の連携を
図り親睦と交流を深め、女性の資質向上と明るく豊かな家
庭、地域、まちづくりを推進する目的で活動している女性
団体連絡協議会への支援を行う。

→ → → 1,410
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

新規
男女共同参画推進センター整
備事業

　男女共同参画社会の推進拠点となる「男女共同参画推進
センター」の整備を検討する。 ≫ → → 0

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 耐震性貯水槽設置事業
　大規模地震などの災害に備え、自然水利のない住宅街
や、老朽した貯水槽の更新のために国や県の補助を受け
て、耐震性貯水槽を設置する。 → → → 91,304

総

務

部

危

機

管

理

室

継続
消火栓施設整備・維持管理事
業

　貯水槽や消火栓（器具BOX）の維持管理や消火栓の新設
など消防施設の整備を行なう。 → → → 24,398

総

務

部

危

機

管

理

室

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

政　策 　６　安全な環境づくり

　　施策（８）防災体制の充実
被災しないように予防し、被災時における“生命”“財産”の被害を
最小限に抑える。

部局

課

事業費（千円）・実施工程

部局 課

事業費（千円）・実施工程

部局

課区分 事業名 事業内容・実施方針

政　策 　５　男女共同参画社会づくりの推進

　　施策（７）男女共同参画社会づくりの推進
市民が、あらゆる場面でお互いを尊重し協力しあうことで、個性と能
力を十分発揮するとともに、女性が社会活動に参加し、まちづくりに
おいて指導的な役割を果たすことができる社会づくりを推進する。

区分 事業名 事業内容・実施方針



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 防災行政無線維持管理事業

　防災行政無線施設は、平成15年の合併時に市内一斉同報
が行なえるよう、合併前の6波（各支所）を有線（光回
線）で結び統合卓を設置し運用を行っている。
　これらの設備が正常に作動し、いつでも市民に防災情報
等を伝達できるよう、維持管理を行なう。

→ → → 52,686
総

務

部

危

機

管

理

室

継続 防災対策事業
　大規模災害等に備えるため、防災訓練や自主防災組織の
育成、災害用備蓄等の防災体制の充実を進め、災害への対
応を強化する。 → → → 13,197

総

務

部

危

機

管

理

室

継続
自主防災組織防災資機材整備
支援事業

　自主防災組織が防災資機材（発電機、投光機、保管庫、
バール等々）を購入、修繕した場合200,000円を限度に経
費の2/3の額の補助金を交付する。 → → → 18,000

総

務

部

危

機

管

理

室

継続 自主防災組織運営支援事業
　自主防災会が災害時の活動に備え、日頃から防災知識の
啓発・普及、防災資機材の点検整備、防災訓練など、平常
時の活動を支援するため組織の運営の交付金を交付する。 → → → 8,850

総

務

部

危

機

管

理

室

継続 防災無線デジタル化整備事業

　現在の防災無線は合併前に設置されていた施設を引き継
ぎ、一斉同報工事を行って運用しているが、設置してから
25年以上経過しているものもあり老朽化が激しく維持管理
が困難な状況になってきている。昨年度、基本設計業務を
行っているので、まず南アルプイス市の親局となる操作卓
を設置し、不具合を生じている地区からデジタル化整備を
年次計画に沿って整備する。

→ → → 208,297
総

務

部

危

機

管

理

室

継続 消防本部消防活動事業

 　南アルプス署・八田消防署の消防活動（火災・偵察・
ＰＡ）及び救助活動に要する費用である。
　・活動に必要な消耗品費
　・酸素ボンベ呼吸器購入費等

→ → → 12,240

消

防

本

部

管

理

課

継続 消防本部救急活動事業

 　南アルプス署・八田消防署の救急活動に要する費用で
ある。
　・救急活動に必要な消耗品費
　・救急活動に必要な購入費等

→ → → 17,244

消

防

本

部

管

理

課

継続
南アルプス市地域防災拠点整
備事業（補助分）

　（仮称）南アルプス市消防本部庁舎・防災センター建設
事業に要する経費である。
　・工事請負費（建築、電気、機械、外溝工事費等） → → → 626,089

消

防

本

部

管

理

課

継続
南アルプス市地域防災拠点整
備事業（単独分）

　（仮称）南アルプス市消防本部庁舎・防災センター建設
事業に要する経費である。
　・工事請負費、負担金等 → → → 46,961

消

防

本

部

管

理

課

新規 消防庁舎解体事業

　現消防庁舎の取り壊しに関わる安全対策管理費等に要す
る経費である。
　・アスベスト調査委託費
　・安全対策管理費

≫ ● 28,874

消

防

本

部

管

理

課

新規 消防車両購入事業

　南アルプス市消防本部消防用車輌の購入事業である。
　（消防本部には平成21年現在24台の車輌があり、救急車
は8年、ポンプ車・水槽車・救助工作車は13年、それ以外
の車両は15年、はしご車、化学車は保守整備を行ないなが
ら継続使用している。）

≫
●

35,000

消

防

本

部

管

理

課

継続 市民への防災講習事業
　防火・防災及び救急講習会の開催に要する経費である。
　・消耗品費、訓練用人形備品費等 → → → 1,524

消

防

本

部

消

防

課

継続
救急救命士及び救急隊員の育
成研修・参画事業

　救急救命士の養成及び気管挿管、薬剤投与等の研修に要
する経費である。 → → → 10,008

消

防

本

部

消

防

課

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
無線・通信指令施設維持管理
事業

　通信指令施設や消防・救急無線の維持管理経費である。
　・指令回線等使用料
　・指令施設等保守点検料 → → → 24,733

消

防

本

部

消

防

課

継続
消防協会南アルプス支部支援
事業

　消防協会南アルプス支部の事業に要する経費を支援す
る。 → → → 1,050

消

防

本

部

消

防

課

継続
消防協力会南アルプス支部支
援事業

　消防協力会南アルプス支部の事業に要する経費を支援す
る。 → → → 255

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団本団活動事業

　南アルプス市消防団本団での活動を支援する。
　・団員報酬費（副分団長以上）
　・活動服等消耗品
　・団員福祉共済保険料

→ → → 49,293

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団分団活動事業
　旧町村単位で構成する分団での活動を支援する。
　・団員報酬費（部長以下）46部ある部に支給 → → → 89,754

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団本団交付金事業
　団長、副団長、副分団長の定期的会議、研修等を支援す
る。 → → → 3,120

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団分団交付金事業

　本団以外の団員（部長以下）の活動を支援する。
　・運営費、研修費、食料費、消耗品等
　　八田・白根・芦安・若草・櫛形・甲西の6つの分団に
配布

→ → → 52,536

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団活動交付金事業 　分団の消火活動、火災予防活動、訓練活動を支援する。 → → → 6,900

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団大会出場隊交付金事業
　山梨県消防団員操法大会及び、支部演習出場隊を支援す
る。
　県大会出場隊は2分団、支部演習出場隊は9部 → → → 7,716

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団ラッパ隊交付金事業
　団員の指揮を鼓舞し、防火思想普及を図るラッパ隊を支
援する。 → → → 2,127

消

防

本

部

消

防

課

継続 高尾私設消防団交付金事業 　消防団員のいない櫛形地区高尾の消防活動を支援する。 → → → 255

消

防

本

部

消

防

課

継続
飯野女性防火クラブ運営費交
付金事業

　防火思想の普及及び、昼間の災害に備えた飯野女性防火
クラブの活動を支援する。 → → → 420

消

防

本

部

消

防

課

継続
消防協会支部運営費交付金事
業

　消防協会南アルプス支部の各種事業を支援する。
　・支部運営費交付金等 → → → 1,917

消

防

本

部

消

防

課

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規 消防団ポンプ車等購入事業

　老朽化した消防ポンプ車及び、小型ポンプ等の更新経費
を支援する。
　・消防ポンプ車2台　櫛形10・11部、甲西1・2部
　・可搬式ポンプ1台　甲西2部

≫ → → 104,414

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団施設維持管理事業
　各消防団詰所の電気、ガス、上下水道料等の経費を支援
する。
　各消防団詰所は46箇所 → → → 11,718

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団設備維持管理事業
　消防団所有の消防ポンプ車等の車検及び修繕に要する経
費を支援する。
　（車検28台） → → → 18,696

消

防

本

部

消

防

課

継続 消防団詰所等修繕支援事業 　消防団詰所等の修繕に要する経費を支援する。 → → → 2,700

消

防

本

部

消

防

課

継続
市民への火災に対する予防知
識普及事業

　秋と春の火災予防運動や甲種防火管理新規講習等の事業
に要する経費である。 → → → 1,328

消

防

本

部

予

防

課

継続 消火器消火薬剤詰替事業
　初期消火による火災の軽減を目的とした、地域の消化訓
練及び、火災で使用した消火器の薬剤詰め替えに要する経
費である。 → → → 6,856

消

防

本

部

予

防

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 防犯対策事業
　市内の小・中学校、大型店舗、果樹地帯などの防犯対策
のため、青色防犯パトロールを行う。 → → → 17,577

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 自治会防犯灯設置支援事業
　自治会が管理を行っているエリア内での防犯灯の設置や
修繕に対し、補助金を交付し市民の安全及び犯罪被害の未
然防止を図る。 → → → 5,220

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 防犯灯維持管理事業 　市内防犯等の維持管理費。 → → → 69,069
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 防犯灯新規設置事業 　主要幹線道路と主要通学道路への防犯灯整備。 → → → 1,500
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

区分 事業名

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

　　施策（９）地域防犯体制の充実
市民・地域と協力し犯罪が発生しにくい環境を整備し、市内の犯罪発
生件数を抑制に努める。

部局 課事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
交通安全施設整備事業（単
独）

　自治会や学校等から要望のあった交通安全施設（注意看
板・強調線・道路鋲など）の設置や修繕について現場確認
を行い、対応する。 → → → 3,939

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
チャイルドシート貸与推進事
業

　乳児の保護者に対し、乳児用チャイルドシートの貸与を
実施する。 → → → 7,560

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 専門交通指導員活動事業
園児・児童・生徒の朝の登校時に危険箇所において街頭指
導を行う。
又、交通安全教室を開催し、交通事故防止に努める。 → → → 16,581

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 交通安全対策・指導事業
　市民の安全で快適な生活の実現に寄与することを目的に
交通安全意識の高揚及び交通安全の確保を図る。 → → → 8,436

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 交通安全協会活動事業 　交通安全協会に対して活動を支援する。 → → → 5,727
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続
交通安全施設整備事業（交付
金事業）

　自治会や学校等から要望のあった交通安全施設（カーブ
ミラー）の設置や修繕について現場確認を行い、対応す
る。 → → → 36,100

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 平和推進事業
　核兵器廃絶の啓蒙活動等を通じて世界で唯一の被爆国で
ある日本の惨状を語り伝えることにより、核兵器の無い世
界を創り、真に平和が訪れることを願い実施する。 → → → 711

総

務

部

総

務

課

継続 無料法律相談委託事業
　月に２回（第二、第四金曜日）、弁護士会に委託して、
無料法律相談を実施する。 → → → 3,024

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 人権擁護委員活動事業
　人権擁護委員による人権相談業務及び人権啓発街頭活動
を支援する。 → → → 345

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続
社会を明るくする運動・啓発
活動支援事業

　「社会を明るくする運動」事業の一環として南アルプス
市保護区保護司会が実施する啓蒙啓発事業に対して支援す
る。 → → → 1,047

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 保護司活動支援事業
　保護司の相談、訪問活動及び支援活動の技術の向上を図
る研修、地域での啓蒙、啓発活動に対し支援する。対 → → → 6,078

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 消費生活研究事業

　消費者生活の安定と向上、自らが賢い消費者となる各種
研修会の開催。
　南アルプス市消費生活活動推進員の協力を得ながら、消
費者啓発活動等を実施。
　山梨県消費生活相談員及び南アルプス市消費生活活動推
進員の研修会等の実施。

→ → → 1,437
市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

継続 行政相談事業
　市の行政相談員により、月に２回（第一、第三金曜日）
年間２４回実施する。 → → → 0

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

　　施策（１０）交通安全対策の強化
関係団体と連携した啓もう活動を強化し、市内での交通事故及び交通
事故による死亡者を減少に努める。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

部局 課

　　施策（１１）安心できる市民生活の実現
市民生活に関わる諸問題の解決を支援するため、情報提供や消費者教
育及び啓発を図るとともに、市民生活全般に関わる相談体制を充実す
る。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 芦安交流促進施設管理事業
　農林水産省の補助金で整備した施設の適切な管理と快適
な利用環境を確保する。 → → → 5,883

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 落合創造館アミカル管理事業
　農林水産省の補助金で整備した施設の適切な管理と快適
な利用環境を確保する。 → → → 4,497

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
西地区多目的活性化広場運営
管理事業

　指定管理（櫛形西地区区長会）により管理運営。 → → → 2,610

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 汗かき農園維持管理事業

　非農業者に農地を提供（賃借）し、栽培体験をとおして
農業への理解を深めてもらい、あわせて遊休農地の有効活
用を目的に汗かき農園（市民農園：７２区画<２５㎡～５
０㎡>）を開設し、区画貸し出しと施設の維持管理を行な
う。

→ → → 3,459

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 遊休農地活用支援事業
農地の荒廃防止と流動化を促進し、農地の有効利用を図
る。 → → → 16,833

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 農業振興地域管理事業

　法律に基づき策定された市農業振興地域整備計画の管理
を行なう。
　概ね5年ごとに基礎調査を行い、総合計画及び都市計画
マスタープランとの整合を図る中で、市農業振興方策及び
農用地利用計画の見直し（総合見直し）及び社会、経済情
勢等の変化に応じて農用地利用計画の見直し（随時見直
し）を行なう。

→ → → 1,674

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 認定農業者確保・育成事業 　認定農業者の認定に関する事務。 → → → 0

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
滞在型市民農園施設整備事業
（補助）

　中山間地域における遊休農地を活用して滞在型市民農園
を整備し、利用者である都市住民と地元との交流をとおし
地域の活性化を図る。
　　中野エリア（約2.8ha）に17区画
　　湯沢エリア（約3.0ha）に13区画

● 174,707

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
水田農業経営確立対策・支援
事業（稲転事業）

　国の政策に基づき、収益性の高い安定した水田農業経営
を確立するため、水田農業経営確立対策事業に取り組み、
計画の達成を目指す。
　新たな水田農業確立支援事業に取り組む団体等への補
助。

● 9,380

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
中山間地域等直接支払制度支
援事業（里山農地維持管理）

　中山間地の農地の保全に集落ぐるみで取組、優良農地の
確保を図っる。平成17年度から平成21年度までの新対策事
業で、9集落が協定を締結し、事業実施を行なている。平
成21年度が第2次対策の最終年度となり、第3次対策に移行
するかは未定。

● 12,417

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 滞在型市民農園管理事業
クラインガルテンの監理業務。
中野エリアの17区画の簡易宿泊施設付き農園と管理集会施
設の管理運営。 → → → 20,400

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

基本政策 Ⅱ　にぎわいと活力あふれる都市づくり

政　策 　　７　農林水産業の振興

　　施策（１２）生産を支える基盤の整備充実
耕作放棄地の解消・有効活用に努め、また、農業経営体（農家等）の
集団化・組織化を推進・支援する。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
有害鳥獣被害防止用施設設置
支援事業

　有害鳥獣被害対策のうち、電柵以外の手段（捕獲用檻）
で、農業被害を防ぐ事業。
・猿や猪などを捕獲する檻を購入し、猟友会に貸し出す。
・カラスの駆除対策として、山中のひと目につきにくい場
所を設定して、捕獲用の檻を設置する場合に、設置費の
1/2（上限20万円）を補助する。

→ → → 600

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
有害鳥獣被害防止用電気柵設
置支援事業

　有害鳥獣被害対策のうち、個人の畑に電柵を設置する場
合に補助金を交付する。 → → → 5,400

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
曲輪田地区有害鳥獣被害防止
用電気柵設置支援事業

　曲輪田地区が実施する電柵設置に対し支援する。 → → → 13,466

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 猟友会活動支援事業
　各地区の猟友会の活動に対する支援事業で、すべてＪＡ
こまのを通じて交付している。 → → → 7,770

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
廃プラスティックセンター処
理参画事業

　施設栽培に利用したビニールなどの処分に係る自治体の
負担金。 → → → 9,543

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 ＪＡこま野活動支援事業 　巨摩野農業協同組合の活動に対して補助金を出す。 → → → 22,605

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 若草土地改良区運営支援事業 　若草土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 588

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 櫛形土地改良区運営支援事業 　櫛形土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 1,696

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 甲西土地改良区運営支援事業 　甲西土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 405

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 白根土地改良区運営支援事業 　白根土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 1,942

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
四ヶ村堰土地改良区運営支援
事業

　四ヶ村堰土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 150

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
野牛島土地改良区運営支援事
業

　野牛島土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 150

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
徳島堰土地改良区運営支援事
業

　徳島堰土地改良区の運営に対し支援する。 → → → 768

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
下高砂果樹研究会活動支援事
業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 78

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 若草果樹研究会活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 393

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
若草果樹振興協議会活動支援
事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 616

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
若草野菜振興協議会活動支援
事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 442

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
甲西地区果樹振興協議会活動
支援事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 213

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
甲西野菜振興連絡協議会活動
支援事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 213

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
上今諏訪水利組合活動支援事
業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 45

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 浅原水利組合活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 藤田水利組合活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
鏡中條村北水利組合活動支援
事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 寺部揚水利組合活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 中河原水利組合活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 60

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
十日市場揚水利組合活動支援
事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
鏡中條将監水利組合活動支援
事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 加賀美水利組合活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 102

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
上高砂第二農事研究会活動支
援事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 45

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
壮青年部八田新農業研究会活
動支援事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 459

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 楽農会活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 294

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 若草農業研究会活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 585

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 藤田有機研究会活動支援事業 　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 198

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
櫛形農業経営者会議活動支援
事業

　地域営農団体の運営に対し支援する。 → → → 528

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 農業後継者支援事業
　県立農業大学校へ市内から通学している学生へ月額８千
円の支援を行う。 → → → 864

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 果樹共済掛金支援事業
　果樹生産の安定を図るためＮＯＳＡＩが実施している農
業共済制度への加入促進と生産者の負担軽減のため、補助
金を直接ＮＯＳＡＩへ交付している。 → → → 21,000

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 塩前地区先進的営農支援事業

　農地・水・環境保全向上対策整備事業を行なっている地
区で、特定農産物（桃、スモモ、キウイなど）を生産して
いる農家が、エコファーマーの認定を受けることを最低条
件として、地域ぐるみで環境保全型の営農活動を行なえ
ば、その実績に応じて交付金を支給する。
　塩前地区　対象面積　約14ha、　対象農作物　キウイフ
ルーツ、スモモ

→ → → 1,146

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
西野・今諏訪地区先進的営農
支援事業

　農地・水・環境保全向上対策整備事業を行なっている地
区で、特定農産物（桃、スモモ、キウイなど）を生産して
いる農家が、エコファーマーの認定を受けることを最低条
件として、地域ぐるみで環境保全型の営農活動を行なえ
ば、その実績に応じて交付金を支給する。
　西野・今諏訪地区　対象面積　約53ha、　対象農作物
桃

→ → → 3,280

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 百々地区先進的営農支援事業

　農地・水・環境保全向上対策整備事業を行なっている地
区で、特定農産物（桃、スモモ、キウイなど）を生産して
いる農家が、エコファーマーの認定を受けることを最低条
件として、地域ぐるみで環境保全型の営農活動を行なえ
ば、その実績に応じて交付金を支給する。
　百々地区　対象面積　約32ha、　対象農作物　桃・スモ
モ

→ → → 2,056

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
ブルーベリー体験農園維持管
理事業

　旧白根・曲輪田新田地区のブルーベリー体験農園の維持
管理。 → → → 3,339

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
農地・水・環境保全向上対策
参画事業

　農地・農業用水等の資源や農村環境を守り、質を高める
地域共同の取組みを支援する。 → → → 20,610

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 市単土地改良事業
　市内全域の農業用施設の維持、修繕を行い、延命化によ
る農産物の生産向上を図る。 → → → 208,044

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 農道台帳整備事業
　旧町村ごとの台帳（調書・図面・網図）統一及び合併後
の新規農道の台帳化を図る。 → → → 4,830

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 団体営土地改良事業 　市内全域の農業用施設（主に用排水路）の整備を図る。 → → → 97,822

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 県営土地改良事業
　市内全域の農業基盤整備（農道、用排水路、圃場、鳥獣
害策等）を図る。 → → → 42,110

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続
県営土地改良参画事業
（四ヶ村堰地区かんがい排水
事業）

　県営土地改良事業の工事に対する負担金。 → → → 190,313

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続
県営土地改良参画事業
（白根中央地区畑地帯総合整
備事業）

　県営土地改良事業の工事に対する負担金。 → → → 38,500

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続
県営土地改良参画事業
（白根地区畑地帯総合整備事
業）

　県営土地改良事業の工事に対する負担金。 → → → 36,951

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続
県営土地改良参画事業
（御勅使川沿岸地区畑地帯総
合整備事業）

　県営土地改良事業の工事に対する負担金。 → → → 196,875

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続
県営土地改良参画事業
（釜無右岸国営造成施設管理
整備促進事業）

　県営土地改良事業の工事に対する負担金。 → → → 15,861

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続
県営土地改良参画事業
（湯沢地区農村地域活性化農
道整備事業）

　県営土地改良事業の工事に対する負担金。 → → → 61,800

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 土地改良施設適正化事業
　市内全域の農業用施設（主に用排水路）の整備補修を図
る。 → → → 57,540

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
土地改良施設適正化事業賦課
金

　土地改良施設適正化事業に対する賦課金。 → → → 20,910

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

新規
畑地帯総合整備事業（落合・
湯沢地区）

甲西地区（落合～湯沢）で、農道・用水路・圃場等の農業
基盤の整備を行う。 ≫ → 18,375

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

新規
畑地帯総合整備事業（櫛形西
地区）

櫛形地区（旧野之瀬村）で、農道・用水路・圃場等の農業
基盤の整備を行う。 ≫ 5,250

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 農地基本台帳管理事業

　電算化している農地基本台帳の管理及び補正等を行い、
農地等情報の効率的で効果的な活用、農業委員会法令業務
の迅速化、また、各種事業業務の基礎資料作成及び地域農
村振興などへ農業情報を幅広く活用し、住民サービスの向
上を図る。

→ → → 705

農

業

委

員

会

事

務

局

継続 農地、農家相談事業
　農地に係る諸問題解消のため、地元行政書士会、県農業
会議及び農業委員の協力を得て、農地相談会を開催する。 → → → 120

農

業

委

員

会

事

務

局

継続 農業担い手育成支援事業
　新規就農者、農業生産法人等に農地の貸借・売買の紹介
を行う。 → → → 0

農

業

委

員

会

事

務

局

継続 農地流動化推進事業
　農業経営基盤強化促進法に基づく農地の貸借等に関する
事務を行い、農地の有効利用を促進する。 → → → 0

農

業

委

員

会

事

務

局

継続 農地有効利用推進事業

　遊休農地について、発生防止の呼びかけと早期発見に努
め、速やかな指導を行う。
　また、違反転用発生を防止するため、農業者等への周知
に努めるとともに農地パトロールを徹底する。

→ → → 0

農

業

委

員

会

事

務

局

継続 土地改良区等選挙執行事業

　5土地改良区（徳島堰、白根、櫛形、若草、甲西）の四
年任期の総代選挙を土地改良法基づき各土地改良区から委
託を受けて、選挙管理委員会が総代選挙を執行する。
なお、選挙経費は、土地改良区の委託料を充当する。

→ → → 2,765
総

務

部

総

務

課

継続 農業委員会委員選挙執行事業
　3年任期の農業委員会委員のうち選挙による選出の農業
委員を農業委員会等に関する法律に基づき公職選挙法を準
用して選挙執行する。

≫
●

6,629
総

務

部

総

務

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 ほたるみ館運営管理費
　指定管理（南アルプス特産品企業組合・ほたるみ館）に
より管理運営。 → → → 8,700

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 ハッピーパーク運営管理事業 指定管理（南アルプス商工会）により管理運営。 → → → 14,400

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

　　施策（１３）農産物のブランド化と販路の拡大
他の産地との差別化を図り、特産農産物の有利販売を促進するため、
南アルプスブランドの確立に努める。また、特産農産物を利用した加
工品の開発等を支援し、農産物の付加価値を高める。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
八田農畜産物処理加工施設運
営管理事業

　南アルプス市農畜産物処理加工施設の維持管理管理。 → → → 6,555

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
商工業事業資金利子補給支援
事業

　市内商工業者が経営安定と事業発展のため事業資金の融
資を受けた場合、利子補給する。 → → → 9,000

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 小口資金融資保証料支援事業
小口資金の融資を受ける中小企業者および小規模企業者の
負担の軽減を図るため、これらの者が保証協会に支払うべ
き保証料の一部を補助する。 → → → 1,500

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 小口資金融資損失支援事業
保証協会が中小企業者等に代わって、契約金融機関に対
し、債務を弁済した場合、保険金によって補てんされない
部分の損失について補償する。 → → → 1,500

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 商工業振興計画策定事業
　商工業の振興計画策定に関する提言報告書を分析すると
ともに、商工会が行なう商工業者の意向調査の結果等を踏
まえ、商工業振興計画を策定する。

≫
●

3,410

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 市内企業活性化事業

　既存市内企業の新規工場拡張計画に対して、事業がより
円滑に進むための指導・助言を行う。
　　①　事業を進めるための相談
　　②　計画に対する許認可の関係部署との調整
　　③　計画地の区や水利組合との調整

→ → → 9,087

総

合

政

策

部

産

業

立

地

推

進

室

継続 市外企業誘致推進事業

　県外・市外企業に対して新規工場立地の誘致を推進し、
用地の斡旋や基礎調査を行い事業がより円滑に進むための
指導・助言を行う。
　　①　事業を進めるための相談
　　②　事業用地の斡旋や基礎調査
　　③　計画に対する許認可の関係部署との調整
　　④　計画地の区や水利組合との調整

→ → → 8,295

総

合

政

策

部

産

業

立

地

推

進

室

継続
南アルプス市産業立地事業費

支援事業

市内に企業の誘致を推進し、雇用機会の促進等による地域
経済の振興を図る。このことにより、要件に該当する企業
に対し、土地取得費を除く投下固定資産額の２％を交付す
る。

≫
●

59,005

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

政　策 　　８　商工業の振興

区分

区分

　　施策（１４）商業の振興
商工会など関係機関と連携による地元商店街（商店）の支援や活性化
策を講じる。

部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針

部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　　施策（１５）工業の振興
就労機会の増加を図るため、本市の立地条件を活かし工業系優良企業
の誘致に取り組む。



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 山岳救助協力隊事業
　南アルプス警察署からの要請により、登山事故防止の啓
発活動への協力及び山岳遭難者の救助や捜索協力を行う。
また、救助に備え年間３回程度の登山訓練を行う。 → → → 1,338

総

務

部

総

務

課

継続 公共サイン整備事業

　市内の公共施設等案内表示板の色、デザインなどの統一
化を図り、市民及び来訪者に街や観光地をわかりやすく案
内できるよう公共サインを整備する。
　なお、市内には市設置の信号機が48施設、公共施設誘導
サイン施設が119施設あるが、信号交差点から整備するこ
ととしている。

→ ● 5,500
総

務

部

管

財

契

約

課

継続 山岳遭難救助事業
　登山者の安全を確保するため、備品の管理や県遭難対策
協議会に参画する。 → → → 186

市

民

部

芦

安

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続
遊・湯ふれあい公園管理運営
事業

　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 69,582

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 金山沢公園管理運営事業 　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 16,950

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
南アルプス温泉ロッジ管理運
営事業

　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 42,587

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 樹園管理運営事業 　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 22,500

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
まちの駅くしがた管理運営事
業

　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 10,500

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 風の丘しらね管理運営事業 　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 24,021

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
塩沢渓谷河川公園管理運営事
業

　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 8,841

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 伊奈ヶ湖管理運営事業 　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 30,000

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
みどりの郷くつさわ管理運営
事業

　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 138

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　　施策（１６）観光基盤の整備
新たな観光協会を発足し受け入れ態勢の強化するとともに、既存の施
設を活用した観光基盤の機能向上を行い、多様化する観光客のニーズ
に応えることで集客増を図る。

政　策 　　９　地域資源を活かした観光の振興

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 天笑閣管理運営事業 　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 49,500

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 ヘルスピア白根管理運営事業 　指定管理者制度を導入し、指定管理者に委託している。 → → → 29,700

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
インフォメーションセンター
管理運営事業

　南アルプスの登山基地として登山者の安全と観光や山岳
情報の受発信により自然環境の保全を図る。 → → → 12,348

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 道の駅しらね維持管理事業
　市内観光の拠点として、また観光協会の事務所を兼ねて
いる道の駅しらねの施設維持管理を図る。 → → → 16,257

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
南アルプス市フルーツ山麓
フェスティバル開催事業

　南アルプス市を代表する山岳とフルーツを県内外に紹介
し、「南アルプス市のフアンづくり」の核となることを目
的に実施する。 → → → 30,714

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 南アルプス開山祭事業
　夏山シーズンを向かえ、山の開山式と登山の安全を祈願
する。 → → → 2,952

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
地域コミュニティイイベント
支援事業（あやめフェア）

　地域が実施主体として行う地域イベントに対し支援す
る。 → → → 2,640

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 市ＰＲパンフレット作成事業 　市をＰＲするための観光パンフレットを作成する。 → → → 5,988

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 宝めぐりプレゼント事業
　観光推進機構が実施する広告宣伝やキャンペーン等の事
業に参画し、県内外の方に特産品をプレゼントしＰＲを図
る。 → → → 267

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 市観光協会運営支援事業
　観光協会の運営を支援することにより、南アルプス市の
観光拠点として観光事業の振興発展と観光資源の開発を図
り、観光事業の情報受発信によるＰＲ等の充実を図る。 → → → 25,380

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 北岳救護所管理事業
　夏季シーズンの7月下旬から約1ヶ月間北岳山荘敷地内に
おいて、診療所を開設し登山者の救護を行う。 → → → 6,648

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 北岳山荘管理費（経） 　北岳山荘開設から閉設までの管理運営事業。 → → → 57,918

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 北岳山荘事業費（経） 　北岳山荘の営業に係る事業。 → → → 151,458

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

事業費（千円）・実施工程

区分 事業名 事業内容・実施方針 課部局



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 北岳山荘理事業費（臨） 　北岳山荘管理運営に係る臨時的事業。 → → → 41,100

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 北岳山荘財政調整基金積立金 　北岳山荘特別会計財政調整基金への積立。 → → → 144

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
北岳山荘特別会計予備費運用
事務

　山梨県北岳山荘特別会計の運営管理に係る予備費。 → → → 300

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
南アルプス桃源郷ﾌﾙｰﾂﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ支援事業

　特産品であるﾌﾙｰﾂをキーワードとした南アルプスブラン
ドの確立のため、完熟ﾌﾙｰﾂこだわり探訪事業、特段品ブラ
ンド戦略事業（特産品販路開拓PR事業）完熟ﾌﾙｰﾂ新流通ｼｽ
ﾃﾑの拡充事業。

→ → → 3,000

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

新規
南アルプス温泉ロッジ周辺改
良事業

　老朽化した施設の改良と自然環境の保全と誘客に対する
駐車場の確保とマイカー規制による適正利用を推進する。
　食堂・宿泊施設・風呂等を解体撤去し跡地を駐車場とし
て整備するとともに白峰会館・展望風呂も改修（休憩等と
白峰会館との動線：渡り廊下新設・ＥＶ新設）する。

● 155,000

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

新規 駒仙小屋改築事業 　築70年を経過した山小屋の改築を行う。
≫
●

200,000

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

新規 観光協会統一事業

　南アルプス市の観光事業の振興発展と観光資源の開発を
図り、併せて市民の福利増進と文化向上に寄与することを
目的に、市・JA・商工会の統一姿勢による実働組織体制を
確立する。そのため、観光協会の事務所を現在の道の駅か
ら在家塚支所へ移すとともに総合特産物販売所を拡充し、
平成23年4月から南アルプス市の観光発信業務を展開す
る。

≫ → 35,080

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続 自動車運送事業整備促進事業

　山岳地帯の観光客の交通需要に応じるため、バス車両の
計画的な更新と施設整備を図る。

  平成22年度・・・通勤車（普通車7～8人乗り）
　平成24年度・・・バス（29人乗り）

≫
●

≫
●

11,661
企

業

局

総

務

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 企業ガイダンス開催事業
　求職を希望する市民の就職促進と、市内企業の人材確保
を支援するため、南アルプス市企業ガイダンスを開催す
る。 → → → 1,395

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
シルバー人材センター支援事
業

　高齢者の就業機会確保のために南アルプス市ｼﾙﾊﾞｰ人材
センターに補助して運営を支援する。 → → → 40,572

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

継続
勤労者生活安定資金貸付金預
託事業

南アルプス市と中央労働金庫とが協調して融資を行うこと
で、勤労者の生活安定に寄与する。 → → → 9,000

農

林

商

工

部

観

光

商

工

課

課

　　１０　労働環境の整備

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　　施策（１７）就労の促進
優良企業の誘致に取り組み、市民が市内で希望する職業に就けるよう
支援する。

部局

政　策

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
古屋敷沓沢線整備事業（補
助）

　道路幅員が狭いうえ急勾配、急カーブが続く非常に危険
な道路であるため安全に通行出来るように、道路整備を実
施する。
　H22～H24年　年度計画に沿って道路整備を進める。

→ → → 82,881
建

設

部

道

路

整

備

課

継続
下宮地荊沢線整備事業（補
助）

　交通量が多く歩道が設置してないため、特に朝夕の登下
校時には、学生の自転車通学等の往来も激しく大変危険で
ある。歩道設置をすることにより子供達の通学路の確保、
歩行者の安全性を図る。
　平成21・22年度　歩道工事・用地補償、平成23年度　歩
道工事

→ ● 78,220
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 白根2号線整備事業（補助）

　道路整備に関するプログラムに位置付けられた櫛形地区
と白根地区を結ぶ補助幹線道路で、通勤通学道路として、
また主要地方道今諏訪北村線との取合せにより白根ICへの
アクセス芦安地区への観光ルートとしても、観光農園等の
地域振興に貢献するものである。
　H23年度まで測量試験費、用地交渉、H24年度道路改良工
事、用地交渉

→ → → 144,600
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 若草1号線整備事業（補助）

　生活道路であるうえに小学校・中学校の通学路に指定さ
れているものの、幅員が狭く歩道も未整備なため通学児童
と通行車輌が非常に危険な状況なっているため、歩道設置
を含めた道路整備により交通安全や車輌通行の利便性を向
上させ、地域交通環境の改善を図る。
　H20～H２４年度まで測量試験費、用地交渉の実施。

→ → → 148,400
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 櫛形8号線整備事業（補助）

　路線周辺には、小学校・保育所・警察署等公共施設があ
り、また住宅開発が進んでいる地域であり、交通量も多く
通学児童等歩行者の安全確保を図る。
　H22～24年度道路改良工事、用地交渉

→ → → 306,350
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 櫛形9号線整備事業（補助）

　本交差点は、歩道が設置されておらず家屋が道路際まで
建っているため非常に見通しが悪く危険な状況にあり、市
内の高等学校・中学校の通学路（学校指定）ともなってい
るため、歩行者や自転車、通行車輌の安全を確保する。
　H21～H24年度道路改良工事、用地交渉

→ → → 106,600
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 落合中央線整備事業（補助）

　圏域間相互の連絡性を高め市民の幅広い交流活動の支援
になり、通勤通学の道路として、また災害時などの物資輸
送路としても多いに期待する道路である。
　H22～用地交渉

→ → → 109,400
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 和泉11号線整備事業（補助）

　主要幹線道路甲西道路（国道５２号線）と国道140号線
を結ぶ道路で、目的地までの時間短縮及び地域の活性化を
図る。
　H22・23年度橋梁工事、H24年度用地交渉

→ → → 120,500
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 生活道路要望管理事業
　地域内を安全で安心して快適に移動できるよう、地域要
望を適正に管理する。 → → → 300,000

建

設

部

道

路

整

備

課

継続
生活道路整備事業（補助事業
付単費）

　地域内を安全で安心して快適に移動できるよう、地域要
望に応じ整備する。 → → → 30,600

建

設

部

道

路

整

備

課

継続 白根櫛形線整備事業（補助）

　本道路の整備により、消防署・警察署へのアクセスが容
易になるため、目的地までの時間短縮、地域の活性化が図
れる。
　H22年度　用地交渉、H23年度　用地交渉・道路改良工事

→ ● 170,000
建

設

部

道

路

整

備

課

　　施策（１８）生活関連道路の整備
地域要望の幹線道路については、年度計画に従い着実に実施し、早期
完成を目指す。また、安心・安全な交通機能の維持に努め、歩道のバ
リアフリー化や危険箇所の改良に努める。

基本政策 Ⅲ　うるおいと利便性のある都市づくり

政　策 　１１　道路網の整備

区分 部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 道水路の維持管理事業
　安全で快適な道路環境を維持するため、道路・側溝・街
路灯・街路樹等の維持管理を行う。 → → → 120,238

建

設

部

道

路

整

備

課

継続 道水路の補修事業
　生活道路の利便性の維持向上を図るため、緊急度や優先
度の高い箇所から順次維持補修を行う。 → → → 209,987

建

設

部

道

路

整

備

課

継続 橋梁長寿命化修繕計画事業

　今後、老朽化する道路橋の急激な増大に対応するため、
橋梁の橋梁長寿命化修繕計画を策定し、長寿命化・修繕等
にかかる修繕の費用の縮減を図りつつ、道路の安全性、信
頼性を確保する。

→ → → 52,200
建

設

部

道

路

整

備

課

継続
緊急雇用創出事業（道水路維
持管理事業）

　緊急雇用対策として、道水路の維持・清掃を行う人員を
確保する。

≫
●

12,771
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 電源立地地域対策交付金事業
　安全で快適な道路環境を維持するため、道路維持工事を
行う。 ● 8,100

建

設

部

道

路

整

備

課

継続 道水路の維持清掃事業
　臨時職員を雇い、道水路等の軽微な修繕や水路・側溝等
からの溢水の対応を迅速に行うと共に市内全域をパトロー
ルし、道水路の安全確保を図る。 → → → 36,648

建

設

部

道

路

整

備

課

継続
白根21号線道路維持事業(補
助）

　道路環境・生活環境の向上を図るため、道路側溝等の改
修を行なう。
　H22　水路改修　L=600m、舗装改修　A=300㎡
　H23　水路改修　L=520m、舗装改修　A=260㎡

→ ● 78,000
建

設

部

道

路

整

備

課

継続 白根4号線整備事業（補助）
県道今諏訪北村線の西進道路でループ橋に連結する。
　Ｌ＝400ｍ、　Ｗ＝10ｍ → ● 114,600

建

設

部

道

路

整

備

課

新規 曲輪田56号線道路整備事業

　幅員が狭く車のすれ違いが出来ないうえ、南側には一級
河川の塩沢川が流れていて道路との段差も有り大変危険で
あるため、改良工事を実施する。
　整備延長　L=170.0ｍ、W=6.0ｍ

≫ → ● 84,800
建

設

部

道

路

整

備

課

新規
運転免許センター跡地道路整
備事業

　運転免許センター跡地を利用して地元要望に応えるため
道路を整備する。
　計画　L=400.0ｍ　W=12.0ｍ、用地買収面積　4,800㎡、
既存建物　解体

≫ → ● 189,000
建

設

部

道

路

整

備

課

新規
白根1号線、29号線道路維持
事業

　道路側溝を改修し、市民生活の安全性・快適性を確保す
ると共に地域の環境保全を図る。
　排水構造物　L=1,470m　B600～800、舗装工　A=1,030㎡ ≫ ● 80,000

建

設

部

道

路

整

備

課

新規
八田（帝京看護周辺）道路整
備事業

事業化の可能性について調査研究を行う。 ≫ 1,000
建

設

部

道

路

整

備

課

継続
まちづくり交付金事業事務経
費

　まちづくり交付金事業の事務経費。 → ● 6,300
建

設

部

都

市

計

画

課

区分 部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 未供用街路の管理補修事業 　未供用街路用地、街路灯の管理及び街路の修繕を行う。 → → → 5,405
建

設

部

都

市

計

画

課

継続
下市之瀬上宮地線街路整備事
業（補助）

　市の市街地西部を走る広域主要幹線道路として、まちづ
くり交付金基幹事業で平成18年度から5カ年計画で整備を
行う。 ● 217,954

建

設

部

都

市

計

画

課

継続
下市之瀬上宮地線街路整備事
業（単独）

　市の市街地西部を走る広域主要幹線道路として、まちづ
くり交付金関連事業で平成18年度から5カ年計画で整備を
行う。 ● 3,000

建

設

部

都

市

計

画

課

新規 街路事業文化財調査事業 　街路整備工事に伴う文化財発掘調査の資料整理を行う。
≫
●

10,467
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 用地取得対策事業 　用地取得に関する事務経費。 → → → 5,204
建

設

部

用

地

管

理

課

継続 市有財産未登記処理事業
　施工済みで、いまだ登記されていない道・水路につい
て、分筆及び所有権の移転登記を行う。 → → → 28,347

建

設

部

用

地

管

理

課

継続 道路台帳管理事業
　道路法第28条の規定に基づき、道路管理者として台帳を
調整・保管する。 → → → 18,000

建

設

部

用

地

管

理

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 河川の維持管理事業
　浸水や冠水を防止するため、河川や水路、排水機場、樋
門などの維持管理を行う。 → → → 62,417

建

設

部

道

路

整

備

課

継続
地区河川維持管理活動支援事
業

　環境整備・保全のため、地域ぐるみで河川清掃をする自
治会に対し、活動支援として費用の一部を補助する。 → → → 6,054

建

設

部

道

路

整

備

課

継続 河川の補修事業
　小規模河川・水路等の維持修繕並びに改修工事を行う。
　井路縁川サイホンの改修については、今後年次計画を
持って進めていく。 → → → 71,180

建

設

部

道

路

整

備

課

継続 水防活動事業
　職員の水防配置及び動員計画を策定し、台風・大雨時に
迅速かつ的確な応急活動を実施する。 → → → 5,085

建

設

部

道

路

整

備

課

　　施策（１９）河川・水路の整備
継続中の河川・水路の改修工事は、早期完成を目指し、また、水害危
険箇所及び老朽化した水路の再点検を行い、改修が必要な水路につい
ては、随時、対策を講じる。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

政　策 　１２　治水対策の河川等の整備

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 景観計画策定事業
　H19～H21の3ヶ年で計画素案までを策定する。H22年度に
正式な計画として決定し、計画書の印刷を行い、市内各戸
にダイジェスト版を配布する。 ● 3,927

建

設

部

都

市

計

画

課

継続 屋外広告物指導事業
　良好な景観を推進するために、屋外広告物の規制と指導
を行う。また、申請のあった物件について許可書の交付及
び手数料徴収業務を行う。 → → → 110

建

設

部

建

築

住

宅

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
雨鳴山管理会農村公園参画事
業

　恩賜県有財産である雨鳴山を借上げ、市民の憩いの場と
して管理を行う。 → → → 2,886

建

設

部

都

市

計

画

課

新規 都市公園台帳作成事業
　都市公園法第17条に基づき施設台帳を作成する。事業期
間は、3年間を予定する。
　公園数　15箇所、　　面積　40.8ha ≫ → 50,000

建

設

部

都

市

計

画

課

新規 都市公園競技場改修調査事業

　都市公園としてより一層の機能充実を図るため、櫛形総
合公園の具体的な改修方法について調査研究を行う。

　　　　　事業費　1,400,000千円（工事期間は3ヵ年）
≫ → → 1,241,000

建

設

部

都

市

計

画

課

新規
緊急雇用創出事業（公園施設
高木処理事業）

　緊急雇用対策として、公園施設内の高木を処理する人員
を確保する。

≫
●

6,284
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 花とみどりの推進事業

　市民参加による花とみどりの景観づくりをすすめる事業
　　①花苗配布事業
　　②さくらんぼ観光と花とみどりの推進事業
　　③市内公共花壇緑地等の維持管理及び整備
　　④市民協働による花壇整備や桜並木の景観づくり支援
　　⑤緑の募金事業

→ → → 17,532

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

継続
花壇・公共緑地等維持管理事
業

　美しい自然と調和したみどりの街並みを形成するため、
市内の公共花壇や緑地等の維持管理を委託して行う事業 → → → 13,179

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

継続 花壇・生垣推進事業

　地震や火災等の災害に強い安心安全なまちづくりを進め
るとともに、家庭緑化を進め、うるおいとやすらぎのある
緑の街並みを形成するため、花壇・生け垣を設置する市民
に対して助成する経費

→ → → 5,664

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

新規
大和川水辺と桜並木の風景づ
くり協働事業

　平成15年度に合併記念として、市と県が植栽した大和川
両岸の桜並木の維持管理を、曲輪田区と協働して行う事業 ≫ → → 766

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

新規
源花壇咲く咲くプロジェクト
協働事業

　宿根草を主体にした環境や財政面に配慮した持続可能な
花壇づくりを通して、商工会源地区咲かそう会と協働し
て、地域の活性化と市内への景観づくりの発信を目指す。 ≫ → → 500

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

部局 課

アダプトプログラム制度などを導入し公園全体の安全確保を図るとと
もに維持管理にかかる経費の節減に努める。

事業費（千円）・実施工程

区分 部局 課

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針

政　策 　１３　都市空間の整備

　　施策（２０）街並み景観の整備
条例の制定を行い、本市の景観の価値を再確認するとともに景観保全
の意識高揚を図り、市民・企業・行政が一体となって景観の保全に努
め、美しい景観を次世代へ残す。

　　施策（２１）安らぎ空間の整備

区分 事業名 事業内容・実施方針



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 櫛形総合公園用地再取得事業
　櫛形総合公園拡張に伴い、山梨県土地開発公社から用地
再取得を行う。
　・用地面積462.4㎡（H15～H24年度償還） → → → 7,740

建

設

部

都

市

計

画

課

継続
櫛形総合公園整備事業（補
助）

　3ha拡張し防災公園として充実を図るために、まちづく
り交付金基幹事業により平成18年度から5カ年計画で整備
を行う。
　・駐車場274台・多目的広場5,485㎡・緑地5,012㎡・ト
イレ・ベンチ・駐輪場・防災シェルター・園路

● 191,000
建

設

部

都

市

計

画

課

継続
櫛形総合公園整備事業（単
独）

　3ha拡張し防災公園として充実を図るために、まちづく
り交付金関連事業により平成18年度から5カ年計画で整備
を行う。
　・多目的広場4,140㎡・多目的運動場4,870㎡

● 30,000
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 櫛形総合公園管理運営事業
　施設の管理運営を（財）南アルプス市体育協会に委託す
る。
　公園の面積13ha → → → 135,000

建

設

部

都

市

計

画

課

継続 櫛形総合公園維持補修事業 　櫛形総合公園の施設の維持管理を行う。 → → → 8,702
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 白根中央公園管理運営事業
　施設の管理運営をＮＰＯ法人山梨県スポーツアカデミー
に委託する。
　公園の面積5.2ha → → → 36,330

建

設

部

都

市

計

画

課

継続 白根中央公園維持補修事業 　白根中央公園の施設の維持管理を行う。 → → → 2,985
建

設

部

都

市

計

画

課

継続
甲西工業団地南公園管理運営
事業

　施設の管理運営をＮＰＯトラベッソスポーツクラブに委
託する。
　公園の面積1.01ha → → → 4,500

建

設

部

都

市

計

画

課

継続
今諏訪ふれあい・坪川・白根
中央児童公園管理運営事業

　施設の管理運営を（社）南アルプス市シルバー人材セン
ターに委託する。
　公園の面積　　今諏訪ふれあい公園　 0.32ha
　　　　　　　　坪川公園　　　　　 　4.40ha
　　　　　　　　白根中央児童公園 　　0.41ha

→ → → 14,241
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 下高砂農村公園管理運営事業
　施設の管理運営を下高砂区に委託する。
　公園の面積0.14ha → → → 369

建

設

部

都

市

計

画

課

継続 上高砂緑地公園管理運営事業
　施設の管理運営を上高砂区に委託する。
　公園の面積0.15ha → → → 828

建

設

部

都

市

計

画

課

継続
公園管理運営事業（指定管理
外）

　市内163箇所の指定管理以外の公園の管理運営を行う。 → → → 77,502
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 公園維持補修事業 　市内163箇所の指定管理以外の公園の維持管理を行う。 → → → 13,200
建

設

部

都

市

計

画

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規 公園遊具定期点検事業

　市内116箇所の公園遊具等施設の定期点検を行う。

≫ → → 13,308
建

設

部

都

市

計

画

課

新規
桜井ポケットパーク整備事業
（補助)

　まちづくり交付金基幹事業でポケットパークを整備す
る。

≫
●

5,000
建

設

部

都

市

計

画

課

新規
桜井ポケットパーク整備事業
（単独)

　まちづくり交付金関連事業でポケットパークを整備す
る。

≫
●

500
建

設

部

都

市

計

画

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 水道事業繰出金
　南アルプス市水道会計への繰出し金（旧櫛形、甲西簡易
水道事業特別会計の市債元金、利子償還金分）。 → → → 126,006

市

民

部

環

境

課

継続 水道事業会計出資金
　町村合併により通常事業より増嵩した分の事業費に対し
て1／2を上水道に出資する。 → → → 453,000

市

民

部

環

境

課

継続 簡易水道事業特別会計繰出金 　白根、芦安地区簡易水道事業特別会計への繰出し金。 → → → 130,356
市

民

部

環

境

課

継続 配水管網整備事業
　旧町村間（各水道事業）の配水管を接続することによ
り、ライフラインの確保を行い、市内全体に安全で安定し
た水を供給する。 → → → 326,573

企

業

局

工

務

課

継続 配水管布設替事業
　老朽管（石綿管）は、配管管種の中でも強度的に脆弱で
あるために漏水の原因となっていることから、できるかぎ
り老朽管の布設替を行い耐震化及び有収率の向上を図る。 → → → 411,372

企

業

局

工

務

課

継続
駒場浄水場施設更新及び改修
事業

　駒場浄水場の管理棟・浄水池・配水池・電気計装設備等
を更新及び改修を行う。（総事業費　約12億円） → → → 426,355

企

業

局

浄

水

課

継続 耐塩素性病原菌対策事業
　クリプトスポリジウム及びジアルジア等の病原菌発生が
懸念される水源等に対し、膜ろ過浄水処理施設を構築す
る。 → → → 622,925

企

業

局

管

理

課

継続 水源施設改良事業
　正確に取水量及び残留塩素等が把握できていない施設に
計測器を設置する。 → ● 52,000

企

業

局

管

理

課

政　策 　１４　上下水道の整備

　　施策（２２）良質な水の安定供給
「南アルプス市水道ビジョン」に沿って、老朽化施設の改修、管路の
耐震化を順次進める。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 中央監視システム構築事業
　現在旧事業毎に監視等しているシステムを一つにまとめ
ることで、効率的な運営を図る。 → → → 731,735

企

業

局

管

理

課

継続 ポンプ井改良事業
　各ポンプ井の故障を事前に防ぎ、運転効率を高めるた
め、点検及び補修等を行う。 → → → 27,125

企

業

局

管

理

課

継続 施設耐震診断及び調査事業
　地震災害による被害を未然に防ぎ、被災程度の軽減を図
るため、診断及び調査を行ない、計画等を立案する。 ≫ → 10,000

企

業

局

管

理

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
芦安農業集落排水事業特別会
計繰出金

　芦安農業集落排水施設機能の支障の無い管理運営を行
う。 → → → 37,398

建

設

部

下

水

道

課

継続 下水道事業特別会計繰出金 　公共下水道の普及促進を図る。 → → → 3,038,079
建

設

部

下

水

道

課

継続 公共下水道整備事業整備費
　家庭や工場等から出た汚水を処理場へ運ぶ管を道路の地
下に埋設する工事を実施する。 → → → 889,589

建

設

部

下

水

道

課

継続
汚水処理施設整備交付金事業
整備費

　家庭や工場等から出た汚水を処理場へ運ぶ管を道路の地
下に埋設工事を実施する。 → → → 1,095,674

建

設

部

下

水

道

課

継続 浸水対策整備事業整備費
　公共下水道雨水全体計画に基づき緊急整備を要する事業
認可区域62.5haの浸水対策整備を行うため雨水管渠の埋設
工事を行う。 → → → 174,000

建

設

部

下

水

道

課

継続
まちづくり交付金公共下水道
事業整備費

　家庭や工場等から出た汚水を処理場へ運ぶ管を道路の地
下に埋設する工事を実施する。 ● 110,000

建

設

部

下

水

道

課

継続 下水道地震対策緊急整備事業

　下水道施設が大規模地震によって被災した場合、下水道
の使用不能やマンホールの浮上による交通障害など住民の
健康や社会活動に重要な影響を及ぼすことが懸念されるた
め、既設管渠やマンホールの状況を把握し、基幹路線等の
機能確保行っていく。

→ → → 42,500
建

設

部

下

水

道

課

新規
帝京看護学校跡地企業誘致事
業

　誘致する工場の生活排水を処理するため、公共下水道を
整備する。
　設計　5,000千円、工事　30,000千円、補償　5,000千円

≫
●

40,000
建

設

部

下

水

道

課

継続 浄化槽設置整備支援事業

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、
下水道計画区域外の浄化槽設置者に対し補助金を交付す
る。補助率（国1/3・県1/3・市1/3）。補助最高限度額、5
人槽332千円・7人槽414千円

→ → → 33,570
市

民

部

環

境

課

事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

公共下水道の意義を周知するため啓発活動に取り組み、公共下水道へ
の加入・接続戸数の増加を図り、全体的な整備を促進する。

区分

　　施策（２３）下水道の整備

事業内容・実施方針事業名区分 部局 課

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
櫛形地区浄化槽管理組合連合
会支援事業

　浄化槽法に基き、浄化槽の維持管理を適切に行い、排水
の水質を適正にするため櫛形地区浄化槽設置者組合連合会
の運営に対し補助金を交付する。 → → → 2,871

市

民

部

環

境

課

継続
三郡衛生組合運営参画事業
（し尿処理場）

三郡衛生組合の負担金。
　（し尿処理分）　旧櫛形・旧甲西・旧若草 → → → 611,976

市

民

部

環

境

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規 国土利用計画策定事業

　南アルプス市の本来あるべき土地利用の基礎となる「国
土利用計画」を策定する。
　　・平成22年度　　計画策定準備
　　・平成23年度　　計画策定

≫ ● 2,500

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 都市計画立案事業
　ＧＩＳシステムの保守点検料及び都市計画図修正の経
費。 → → → 1,260

建

設

部

都

市

計

画

課

新規 用途区域拡大事業

　現在7,420haの都市計画区域の内493haの用途区域が設定
してあるが、無秩序な土地利用がなされている状況にある
ため、良好な街なか環境の保全や必要な施設整備を効率的
に進める必要がある。また、南アルプスインター周辺の土
地利用についても、今後、本市発展重点地区になることが
十分考えられるため、用途区域の拡大を行い、計画的な土
地利用を目指す。

≫ → 5,000
建

設

部

都

市

計

画

課

継続 開発指導事業

　「都市計画法」及び「市開発要綱」により、申請があっ
た宅地分譲、アパート建設、店舗建設、工場建設等の開発
にあたり、各関係機関との協議を行い、適切な開発が行わ
れるように管理を行う。

→ → → 516
建

設

部

建

築

住

宅

課

継続 地籍調査事業

　本市の地籍調査は昭和40～50年代にかけて実施された
が、今だ調査が行われていない芦安地区においては、地区
を4ブロックに分け、1年を1ブロックとして実施し、最終
成果の認証に1年を費やす合計5年間の事業である。
　また、旧白根町の飛地である永光地区については、平成
22年度以降に地籍調査を実施すべく、昭和町との行政界測
量調査を行う。

→ → → 3,413
建

設

部

用

地

管

理

課

継続 公図訂正事業

　当時の地積調査の考え方及び調査の手法が、現在のもの
と異なる点があり、さまざまな問題が起きている。
　地図及び登記簿において、過去に行った地積調査の誤り
を修正し、円滑に登記を行う事が出来る状態にする。

→ → → 23,698
建

設

部

用

地

管

理

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 空き家バンク事業

　本市における空き家の有効活用を通して、市民と都市住
民の交流拡大及び定住促進により地域の活性化を図るた
め、空き家情報登録制度「空き家バンク」を設置するも
の。 山梨県宅地建物取引業協会と協定を締結し、市内の
協力業者が登録物件の事前調査や交渉契約の媒介などを
行って円滑な取引を補助している。

→ → → 132

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続
過疎地域自立促進計画策定推
進事業

　過疎地域自立促進計画は、平成17～21年度までが後期計
画期間であり、事業の推進と進行管理を行ってきた。
　現行の過疎法は平成21年度末をもって期限切れとなるた
め、新法制定に伴い新規5ヵ年の促進計画策定の準備を行
う。
　この計画は本市の芦安地区を対象としている。

→ → → 60

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　１５　市街地・住環境の整備

課

　　施策（２５）住環境の整備
生活基盤の安全確保を図るため個人の木造住宅の耐震改修を推進す
る。また、過疎地域においては、地域の特徴や地理的条件に適した振
興策を打ち出し、住環境の整備を図る。

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針区分

政　策

部局

　　施策（２４）計画的な土地利用の推進
中部横断自動車道及び幹線道路等の整備により開発傾向は強まるが、
開発エリア・保全エリアを明確に打ち出し、自然環境と都市的環境の
バランスのとれた土地利用を目指す。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 芦安地区通勤支援事業

　芦安地域の人口の減少を防止するとともに、住民の増加
と定住化を図るため世帯を構成している転入者及び結婚等
により世帯を構成した者のう地区外に通勤する者に３年間
通勤費を助成する。

→ → → 1,872
市

民

部

芦

安

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 芦安地区結婚関連支援事業

　芦安地域の人口の減少を防止するとともに、住民の増加
と定住化を図るため芦安地区に住所を有する者が婚姻し定
住の意思を有すると認めた場合に結婚祝金を支給し、ま
た、芦安地区へ結婚の相手を紹介しその夫婦に定住の意思
が認められた場合、仲人に仲人慰労金を支給する。

→ → → 150
市

民

部

芦

安

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

継続 木造住宅耐震診断事業
　建築物の耐震診断を促進することにより、建築物の地震
に対する安全性の確認を行い耐震改修の促進を図るため診
断業務の委託を行う。 → → → 6,130

建

設

部

建

築

住

宅

課

継続
木造住宅耐震改修（補強）支
援事業

　建築物の耐震診断を促進することにより、建築物の地震
に対する安全性の確認を行い耐震改修の促進を図るため診
断業務の委託を行う。 → → → 7,610

建

設

部

建

築

住

宅

課

継続
民間施設アスベスト飛散防止
対策支援事業

　不特定多数の人が集まる民間施設について、アスベスト
が使用されているか調査をおこない、調査を行った事業者
に対して、それに掛かった調査費（限度額２５万円）を補
助する事業を行う。また、その結果除去が必要な場合は、
除去に対する補助（限度額4,000万円）を行う。

→ → → 8,510
建

設

部

建

築

住

宅

課

継続 市営住宅管理補修事業 　市営住宅を管理運営し、良好な住環境を整備する。 → → → 37,939
建

設

部

建

築

住

宅

課

継続 ゆたか団地駐車場支援事業

　市営ゆたか団地は、市内同規模の団地と比較して敷地面
積が狭く、敷地内の道路についても市道として認定されて
いる状況下にある。違法駐車や交通事故を未然に防ぐた
め、近隣に土地を借り駐車場としている。このことに関し
駐車場管理組合に補助金を交付する。

→ → → 468
建

設

部

建

築

住

宅

課

継続 市営住宅解体事業
　市営住宅はの木造戸建住宅に関しては、耐用年数を経過
し、建物及び設備等につても老朽化している。この事か
ら、入居者が居なくなった住宅の随時解体撤去を行う。 → → → 12,024

建

設

部

建

築

住

宅

課

継続 市営住宅整備改修事業 　市営住宅の住環境を整備し、良好な住戸環境を整える。 → → → 43,560
建

設

部

建

築

住

宅

課

新規 木造住宅耐震化建替事業
　今までの耐震改修事業に加え、建替え事業に対する補助
制度を創設し、安心安全なまちづくりの支援を行う。
　補助金：80万円 ≫ → → 20,820

建

設

部

建

築

住

宅

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
地域公共交通活性化協議会参
画事業

　地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき、
地域公共交通総合連携計画の作成に関する協議及び連携計
画の実施に係る連絡調整を行う。
　　・平成20年度　協議会を設置。
　　・平成21年度　地域公共交通総合連携計画の策定。
　　・平成22～24年度　実証運行。

→ → → 72,300

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

部局 課

政　策 　１６　公共交通機関の整備

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　　施策（２６）公共交通ネットワークの充実
本市の公共交通の現況や課題を検証、各種調査の実施及び市民ニーズ
などを把握し、地域公共交通総合連携計画を策定するとともに地域公
共交通を総合的かつ一体的に推進するための協議と連絡調整を行う。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規
緊急雇用創出事業　公共交通
運行事業

　試行する公共交通の事業者が雇用する運転士の人件費を
市が委託料うとして支払う。

≫
●

39,884

総

合

政

策

部

政

策

推

進

課

継続 路線バス支援事業
　市民生活に必要なバス路線の運行を維持するため、自主
運営バス（代替バス）の運行委託事業と採算の取れない路
線を運行する路線バス事業者に対して補助金を交付する。 → → → 60,531

市

民

部

み

ん

な

で

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 社会福祉協議会運営支援事業

　社会福祉法に基づき地域福祉の推進を図るため設置され
た社会福祉協議会の職員人件費(介護保険部門以外）、運
営管理経費、地域福祉活動推進事業費（3事業）に対する
補助事業。

→ → → 299,634

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 市慰霊祭開催事業
　戦争で亡くなった市民に対して慰霊をし、恒久平和を願
う。 → → → 1,614

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 遺族会活動支援事業
　市遺族会の活動を補助する事業で、平成21年度から組織
見直しにより団体事務を本庁に集約し、各地区遺族会は自
主運営とする。 → → → 1,311

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 社会福祉相談専門員育成事業

　多様化する住民ニーズに適切に対応できる相談体制の充
実を図るため、社会福祉主事、社会福祉士及び精神保健福
祉士等の相談専門員を設置するために人材育成を図る。
　毎年、福祉事務所の職員の内から3人が社会福祉主事の
資格取得に努める。

→ → → 1,506

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 民生委員・児童委員活動事業 　民生委員児童委員の活動に対し費用弁償を支給する。 → → → 27,438

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
民生委員・児童員協議会活動
支援事業

　多様化する地域の福祉課題に対応し、民生児童委員の活
動の拡大と資質向上を図るため協議会へ補助金を交付す
る。 → → → 1,203

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 生活保護業務運営管理事業
　生活保護事業を適正に運営するに必要な専門職員の養成
と被保護者データの管理及びシステムの保守等の業務委託
など事務一般を行う。 → → → 13,026

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 生活保護費支給事業
　生活に困窮する世帯からの相談を受け、受給条件を満た
した世帯に生活保護費を支給する。 → → → 1,260,000

保

健

福

祉

部

福

祉

課

新規
交通弱者等支援策調査研究事
業

　交通弱者に対して、地域において生活していくために、
どのようなニーズがあり、どういった施策を展開すれば
ニーズを充足でき、どの程度の経費がかかるのかを把握す
るため、（財）自治研究機構と共同調査研究事業を行う。

≫
●

3,200

保

健

福

祉

部

福

祉

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規
福祉総合窓口センター設置検
討事業

　多様化する福祉サービスのニーズに対応するためには、
相談窓口や各種手続きが1箇所で行えある施設が必要とな
るため、サービスセンターの在り方について検討する。 ≫ → → 0

保

健

福

祉

部

福

祉

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

部局 課

事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

政　策 　１７　社会福祉の充実

　　施策（２７）地域福祉の充実
総合的な相談体制を整備し、地域福祉を推進することで、市民へ安心
を提供する。また、交通弱者を対象とした移動手段について検討す
る。

区分

部局 課

基本政策 Ⅳ　快適で心のかよいあう都市づくり

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 市保育所連合会活動支援事業

　市保育所（園）連合会の活動に対して、補助金を交付す
る。
　連合が実施する保育所（園）長会、保育士会及び保護者
会の三者合同活動に要する経費を補助する。

→ → → 1,764

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 要保護児童対策事業

　被虐待児童の早期発見や適切な保護を図ることを含めた
養護上の問題をもつ児童相談への対応のため、関係機関が
その児童に関する情報交換や支援策を共有し適切な連携を
図る。そのために要保護児童対策地域協議会の設置運営を
し、必要な会議の開催を行うと共に子ども相談事業を継続
し、支援体制の向上を図る。

→ → → 1,377

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
ファミリー・サポート・セン
ター事業

　「ファミリーサポートセンター」において、子育ての手
助けを受けたい人と行いたい人を会員登録し連絡調整を実
施し、子育てを相互に援助する活動の支援を行う。 → → → 9,033

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 家庭児童相談室運営事業

　児童（0～18歳未満）に関する電話・面接相談に専任の
家庭相談員及び保健師が対応し、必要に応じて家庭訪問、
関係機関への誘導などを行う中で、子どもに関する家庭等
での不安や、悩み事の解消、解決に向けて児童や保護者を
支援する。

→ → → 6,585

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 認可外保育所運営支援事業
 認可外保育所補助金は、保育料のみで運営している認可
外保育所に運営費補助を行い、円滑に事業が運営できるよ
う補助する。 → → → 480

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
民間保育所運営・活動支援事
業

　市内民間保育所及び広域保育所の運営に対し支援する。
（運営費負担金、障害児保育補助金、特別保育事業補助
金） → → → 1,440,879

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 青少年児童センター活動事業

　児童館は、遊びから知的能力を高め、想像力、発想力、
行動力、コミニュケーション力、上下関係、協調性、思い
やり等といった社会性を含んだ活動までを年間を通して提
供する。また、児童を取り巻く環境を重視し、親子交流、
地域住民との交流、ボランティアの育成、学校との連携な
どを活動に取り入れ、広い視野で地域全体を取り込んだ子
育て支援活動を展開する。

→ → → 4,224

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
母親クラブ支援事業（青少年
児童センター）

　児童館の自主事業として地域における児童福祉の向上を
図るために母親など地域住民の積極的な参加による地域組
織活動促進を支援する。 → → → 567

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
青少年児童センター維持管理
事業

　児童の健全育成、安全な遊び場の確保、仲間づくりの
場、地域との交流の拠点なｆど、子育て支援を行なう施設
の維持管理費。 → → → 12,948

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 おおケヤキ児童館活動事業

　児童館は、遊びから知的能力を高め、想像力、発想力、
行動力、コミニュケーション力、上下関係、協調性、思い
やり等といった社会性を含んだ活動までを年間を通して提
供する。また、児童を取り巻く環境を重視し、親子交流、
地域住民との交流、ボランティアの育成、学校との連携な
どを活動に取り入れ、広い視野で地域全体を取り込んだ子
育て支援活動を展開する。

→ → → 1,119

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
おおケヤキ児童館維持管理事
業

　児童の健全育成、安全な遊び場の確保、仲間づくりの
場、地域との交流の拠点なｆど、子育て支援を行なう施設
の維持管理費。 → → → 4,095

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

　　施策（２８）児童福祉の充実
保育所の統廃合や建設などの施設整備を計画的に進めるとともに、保
護者の多様なニーズに対応するため、子育てネットワークを構築し運
営方法や各種サービスの向上を図り、保育の質の向上に努める。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 若草なかよし児童館活動事業

　児童館は、遊びから知的能力を高め、想像力、発想力、
行動力、コミニュケーション力、上下関係、協調性、思い
やり等といった社会性を含んだ活動までを年間を通して提
供する。また、児童を取り巻く環境を重視し、親子交流、
地域住民との交流、ボランティアの育成、学校との連携な
どを活動に取り入れ、広い視野で地域全体を取り込んだ子
育て支援活動を展開する。

→ → → 1,548

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
若草なかよし児童館維持管理
事業

　児童の健全育成、安全な遊び場の確保、仲間づくりの
場、地域との交流の拠点なｆど、子育て支援を行なう施設
の維持管理費。 → → → 5,982

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 八田児童館活動事業

　児童館は、遊びから知的能力を高め、想像力、発想力、
行動力、コミニュケーション力、上下関係、協調性、思い
やり等といった社会性を含んだ活動までを年間を通して提
供する。また、児童を取り巻く環境を重視し、親子交流、
地域住民との交流、ボランティアの育成、学校との連携な
どを活動に取り入れ、広い視野で地域全体を取り込んだ子
育て支援活動を展開する。

→ → → 1,287

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 八田児童館維持管理事業
　児童の健全育成、安全な遊び場の確保、仲間づくりの
場、地域との交流の拠点なｆど、子育て支援を行なう施設
の維持管理費。 → → → 8,031

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 市内保育所管理運営事業

　公立保育所16箇所において、児童の入退所・保育料徴
収・災害共済給付に係る事務を行うほか、施設の修繕、遊
具点検・消防用具設備点検・警備清掃業務の委託を行うた
め、これら保育所の運営事業に係る経費を計上する。

→ → → 25,443

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 広域保育運営費参画事業 　市外公立保育所に対する運営費負担金の支払い。 → → → 303,579

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 児童手当給付事業
　児童手当制度は、小学校6年までの児童を養育している
手当てを支給するとともに次世代の社会を担う児童の健全
な育成及び資質向上に資することを目的として支給する。 → → → 5,076,660

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 児童扶養手当給付事業
　父母の離婚、父の死亡等により父と一緒に暮らしていな
い母子家庭等に対して、生活の安定と自立及び児童の心身
の健やかな成長と助けるため手当を支給する。 → → → 686,007

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 母子自立支援給付事業
　母子家庭の母親が資格取得のために受講する養成講座の
受講料給付や就業に意欲のある母子家庭の母に対しハロー
ワークと連携して就業を斡旋する。 → → → 10,572

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 子ども医療費助成事業

　子どもにかかる医療費の一部を助成することにより、子
どもを持つ家庭の経済的負担の軽減を図ると共に、子ども
の疾病の早期発見・早期治療を促進し、子どもの保健福祉
の増進を図ることを目的とする。

→ → → 746,382

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 ひとり親家庭支援費給付事業

　小学校に入学する児童及び中学校に進学する生徒を養育
しているひとり親家庭の父又は母に対し入学支度金をを支
給し、ひとり親家庭の自立意欲及び児童又は生徒の勉学意
欲を向上させ、かつ経済的負担を軽減する。

→ → → 3,000

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 放課後児童クラブ維持管理費 　市内17ヶ所の学童クラブの維持・管理。 → → → 13,365

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
母子生活支援施設入所措置に
関する事業

　配偶者のない女性、又はこれに準ずる事情のある女性
（DV等）で、生活や子どもの養育に困難な場合、その母子
を入所させて保護するとともに、母子の安心した生活、ま
た自立の促進を支援する。

→ → → 11,217

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 学童保育運営事業

　保護者の就労当により放課後に児童が帰宅しても家庭が
留守になってしまうことで、家庭での保育が受けれない小
学校1年生から3年生までの児童を対象に公共施設で一定の
時間預かり、保育を行う。

→ → → 163,164

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 母子相談員運営事業
　母子・寡婦・父子家庭の相談に応じ、その自立に必要な
情報提供及び指導を行う。 → → → 1,734

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続 ひとり親家庭医療費助成事業

　ひとり親家庭医療費の一部を助成することにより、ひと
り親家庭の精神的、経済的負担を軽減し、保健の向上と福
祉の増進を図ることを目的とする。 ひとり親家庭の親と
児童、父母のいない児童の通院・入院医療費を助成する。

→ → → 110,094

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
八田児童館母親クラブ活動支
援事業

　児童館の自主事業として地域における児童福祉の向上を
図るために母親など地域住民の積極的な参加による地域組
織活動促進を支援する。 → → → 567

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
若草なかよし児童館母親クラ
ブ活動支援事業

　児童館の自主事業として地域における児童福祉の向上を
図るために母親など地域住民の積極的な参加による地域組
織活動促進を支援する。 → → → 567

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
おおケヤキ児童館母親クラブ
活動支援事業

　児童館の自主事業として地域における児童福祉の向上を
図るために母親など地域住民の積極的な参加による地域組
織活動促進を支援する。 → → → 567

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 養育支援訪問支援事業
　乳児家庭全戸訪問事業や母子保健事業等から養育支援が
必要なケースに保健師・助産師等が訪問して指導・助言を
する。 ≫ → → 10,170

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 甲西児童館建設事業 　児童館建設（570㎡）。 ≫ ● 197,294

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規
甲西児童館建設予定地埋蔵文
化財調査事業

　甲西児童館建設予定地の埋蔵文化財調査を実施する費
用。

≫
●

2,741

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規
南湖第一保育所・南湖第二保
育所統合建設事業

　南湖第一保育所と南湖第二保育所は統合して建設すると
建設検討委員会の答申が出ており、その後再検討の指示
で、現在部内ワーキングを行っており、再度建設検討委員
会で答申を出す予定である。

≫ ● 541,000

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 大井保育所解体事業
　大井保育所と大明保育所は、統合保育所として新築され
るため、老朽化の著しい大井保育所施設及び遊具等を取り
壊し撤去する。

≫
●

8,768

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 落合保育所改修事業
　昭和56年建築の落合保育所について耐震診断を行う。結
果によってが、今後、大規模修繕または改築を行う。 ≫ 2,747

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 白根地区児童館活動事業

　児童館は、遊びから知的能力を高め、想像力、発想力、
行動力、コミニュケーション力、上下関係、協調性、思い
やり等といった社会性を含んだ活動までを年間を通して提
供する。また、児童を取り巻く環境を重視し、親子交流、
地域住民との交流、ボランティアの育成、学校との連携な
どを活動に取り入れ、広い視野で地域全体を取り込んだ子
育て支援活動を展開する。

≫ → → 1,563

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規 白根地区児童館維持管理事業
　児童の健全育成、安全な遊び場の確保、仲間づくりの
場、地域との交流の拠点なｆど、子育て支援を行なう施設
の維持管理費。 ≫ → → 921

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 十日市場保育所改修工事事業
　十日市場保育園は、昭和56年に改築したが、建築基準法
改正前建物で老朽化が著しいため、トイレ・厨房等の改修
に対し支援する。

≫
●

20,019

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 安心子ども基金事業

　市内保育所保育士を対象にプレイリーダーを育成するた
め、講演会1回とプレイリーダーの遊び指導2回を開催す
る。
　また、病後児保育事業実施保育園のさくらんぼ保育園に
対して、感染症の広がりを防ぎ、安全で快適な保育環境を
保ちながら衛生管理を徹底するために必要な物品等を支援
する。

≫
●

2,658

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 百田保育所屋根改修事業
　3歳以上児の部屋屋根について屋根シート防水取替工事
を行う。

≫
●

4,000

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
市内保育所臨時保育士等配置
事業

　児童数に応じた臨時保育士等の配置を行う。 → → → 4,000

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

新規 大井大明保育所指定管理事業
　民間のノウハウによる時間外保育の延長など保護者の保
育ニーズに応えられる手段の一つとして導入する指定管理
者制度に係る費用。 ≫ → → 352,807

保

健

福

祉

部

子

育

て

支

援

課

継続
私立幼稚園就園奨励費支援事
業

　市内及び近隣の私立幼稚園に通っている幼児の保護者に
保育料の一部を補助する。 → → → 51,900

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 山梨県老人医療支給事業

　市内に住所がある68・69歳の方で、医療保険に加入して
いる方のうち、同じ世帯の全員が市民税非課税の人が対象
に、健康保険における自己負担相当額3割のうち2割を公費
で負担する。

→ → → 37,440
市

民

部

国

保

年

金

課

継続
後期高齢者医療特別会計事務
費繰出金

　後期高齢者医療事務運用を図るための繰出し金。 → → → 217,920
市

民

部

国

保

年

金

課

継続
後期高齢者医療特別会計給付
費繰出金

　後期高齢者医療事務に伴う広域連合負担金である給付費
について一般会計より繰出す。
　高齢者の医療の確保に関する法律第98条に基づく医療給
付費の1/12を市町村で負担。

→ → → 1,414,848
市

民

部

国

保

年

金

課

継続 後期高齢者医療健診事業
　後期高齢者医療の被保険者の生活習慣病を早期に発見し
て、重症化の予防を図るため、広域連合が市町村と連携の
下に、健康診査を実施する。 → → → 21,603

市

民

部

国

保

年

金

課

継続
後期高齢者医療特別会計基盤
安定繰出金

　山梨県後期高齢者医療後期連合が運営する後期高齢者医
療制度の被保険者の保険料負担を緩和を図るとともに、財
政基盤の安定に資するための繰出し金。 → → → 381,270

市

民

部

国

保

年

金

課

部局 課

　　施策（２９）高齢者福祉の充実
介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画に基づき、介護保険事業や高
齢者福祉サービスを実施する。また、認知症関係施設の設置などと併
せ、包括的な総合相談所を設置することが急務である。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 老人保健特別会計繰出金 　老人保健運用事務を行うため、一般会計より繰出す。 → → → 792
市

民

部

国

保

年

金

課

継続 天笑閣送迎バス運行事業
　白根地区の市民を対象に、天笑閣への送迎バス運行事
業。 → → → 7,083

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 老人ホーム入所措置事業
　65歳以上の者で、環境上及び経済的理由等により居宅に
おいて養護を受けることが困難なものを養護老人ホームへ
入所措置を行う。 → → → 199,860

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
障害者ホームヘルプサービス
支援事業

　介護保険法施行時に障害者施策によるホームヘルプサー
ビス事業を利用していた低所得の障害者に対し、利用者負
担について軽減措置を講じることにより負担の激変を避
け、サービスの継続的な利用を促進することを目的とする
事業。

→ → → 96

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 敬老祝品支給事業
　長寿を祝福し100歳以上の者へ3万円、99歳～80歳の者へ
祝品（2,000円の商品券を予定）を支給する。 → → → 52,257

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 老人クラブ支援事業
　高齢者の生きがいづくりと健康づくりを目的に老人クラ
ブ連合会の運営に対し支援する。 → → → 17,061

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 生きがい講座支援事業
　老人クラブの活動を支援し、社会参加活動や生きがいづ
くり等の活動に対する助成を行う。 → → → 3,600

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 健康づくり事業支援事業
　老人クラブの活動を支援し、社会参加活動や生きがいづ
くり等の活動に対する助成を行う。 → → → 900

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 金婚式開催事業支援事業   結婚50周年を記念し、夫婦の長寿を祝う。 → → → 1,500

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 白根げんき館管理運営事業
　高齢者の介護予防及び健康増進等を図るための、南アル
プス市高齢者介護予防拠点施設の施設管理を社会福祉協議
会へ5年間委託する。 → → → 3,087

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
下今井・鏡中条・十日市場・
藤田ふれあいセンター管理運
営事業

　高齢者の介護予防及び健康増進等を図るための、南アル
プス市高齢者介護予防拠点施設の施設管理を社会福祉協議
会へ5年間委託する。 → → → 2,907

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
くしがたすこやか桃園西館管
理運営事業

　高齢者の介護予防及び健康増進等を図るための、南アル
プス市高齢者介護予防拠点施設の施設管理を社会福祉協議
会へ5年間委託する。 → → → 1,125

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
くしがたすこやか平岡館管理
運営事業

　高齢者の介護予防及び健康増進等を図るための、南アル
プス市高齢者介護予防拠点施設の施設管理を平岡区へ5年
間委託する。 → → → 642

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
くしがたすこやか八幡館管理
運営事業

　高齢者の介護予防及び健康増進等を図るための、南アル
プス市高齢者介護予防拠点施設の施設管理を社会福祉協議
会へ５年間委託する。 → → → 1,890

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
高齢者ふれあいプラザ甲西館
管理運営事業

　高齢者の介護予防及び健康増進等を図るための、南アル
プス市高齢者介護予防拠点施設の施設管理を湯沢区へ10年
間委託する。 → → → 1,344

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
社会福祉会館（老人福祉セン
ター）管理運営事業

　福祉サービス、レクリエーション、ボランティアその他
のサービスを総合的に行い、市民の健康と福祉の増進に資
するための、南アルプス市福祉センターの施設管理を社会
福祉協議会へ５年間委託する。

→ → → 14,451

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
滝沢老人福祉センター管理運
営事業

　老人福祉の増進と市民生活の向上を図るための、南アル
プス市老人福祉センターの施設管理を戸田町町内会へ１０
年間委託する。 → → → 618

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
養護老人ホーム慈恵寮運営管
理事業

　本人や家族の事情、経済的理由により、養護を受けるこ
とが困難な方が措置入所により入所できる養護老人ホーム
慈恵寮の施設管理を社会福祉協議会へ４年間委託する。 → → → 354,000

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
社会福祉法人利用者負担減免
措置費支援事業

　低所得で生計が困難である者について、介護保険サービ
スの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割にか
んがみ、利用者負担を軽減することにより、介護保険サー
ビスの利用促進を図ることを目的とする事業。

→ → → 8,400

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
介護保険事業特別会計介護保
険事業繰出金

介護保険業務を行うため一般会計から繰出す繰出し金。 → → → 1,930,134

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
介護保険事業特別会計地域支
援事業繰出金

　高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するため
に実施している地域支援事業に係る財源として、補助対象
分（ルール分12.5％）と補助対象以外分（市単独分
100％）を一般会計からの繰出金により実施する。

→ → → 282,198

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続
南アルプス市いきいきプラン
策定事業

　計画期間が3年間の高齢者保健福祉計画は、介護保険法
第117条の規定され介護保険事業計画と一体的に策定し、
南アルプス市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画とし
ている。本市では、この計画名を「南アルプス市いきいき
プラン」と命名している。

≫
●

3,500

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

新規
白根飯野地区ゲートボール場
撤去事業

　白根地区のグランドゴルフ場として借り上げていた土地
の貸借期間が完了するので、所有者に返却するため原状復
帰する費用。

≫
●

1,650

保

健

福

祉

部

介

護

福

祉

課

継続 国民年金事務
　国民年金に関する取得・喪失・裁定請求・ほか国民年金
に関する相談業務、年金事務所への進達業務。 → → → 5,481

市

民

部

国

保

年

金

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 白根乗馬福祉公園管理事業
　塩前フレンドリーセンターの管理業務及びホースセラ
ピー乗馬業務の委託管理に関する事業。 → → → 32,988

保

健

福

祉

部

福

祉

課

区分 事業名 課

　　施策（３０）障害者福祉の充実
障害者施策推進協議会や障害者自立支援協議会等を通し地域内での支
援体制（心のバリアフリー化）の構築を図る。

事業費（千円）・実施工程

事業費（千円）・実施工程

部局事業内容・実施方針

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
心身障害者一時養護サービス
の運営事務

　介護者又は家族の疾病・出産等により一時的に介護でき
なくなったとき、事業所等に一時的に預かってもらい、家
族の負担を軽減する事業。 → → → 3,528

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
心身障害者扶養共済掛金助成
事業

　障害のある方を扶養している保護者で、4月1日に65歳未
満でかつ健康な市民が山梨県に支払った心身障害者扶養共
済掛け金の一部を助成する。 → → → 3,780

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 難病患者等居宅介護支援事業
　在宅で療養中の難病患者等が利用できるサービス等に要
する費用の一部を負担する。 → → → 14,085

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 補装具支給事業
　身体障害者の失われた身体機能を補完又は代換する用具
を支給（修理）し、職業・日常生活の能率向上を図る。 → → → 57,000

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 自立支援医療給付事務

　身体に障害のある方が、身体の機能障害を除去、軽減さ
せるための医療を受けた際に、給付(ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ、人工透
析、人工関節の手術など)を受けることができ、その額の
一部を給付する事務事業。

→ → → 138,564

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害程度区分認定等事業

　障害者が介護給付の必要に応じ適切なサービスが受けら
れるよう、介護保険の要介護認定調査項目（79項目）に障
害独自の調査項目（27項目）を加えた106項目の調査を行
い、総合的な判断を踏まえた南アルプス市が判定を行う。

→ → → 8,706

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 介護給付・訓練等給付事業

　障害のある人が地域で自立した生活が送れるよう、各事
業所における居宅介護や短期入所のサービスの提供や生活
介護や児童デイサービスなどの日中活動をする場の提供を
することにより、障害のある人に合った活動や手助けが出
来るように支援する。

→ → → 2,201,521

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者生活訓練事業
　障害者向けの料理教室の開催（社会福祉協議会に委
託）。 → → → 2,058

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者外出支援事業
　屋外での移動が困難な障害者等について、外出の際の個
別のヘルパー支援を行う。 → → → 31,752

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 重度身体障害者移動支援事業
　車椅子使用者等が移動する際に、リフト付き乗用車の運
行する。 → → → 2,658

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 手話通訳者等派遣事業
　視覚障害者等の申し出により、手話通訳者等を派遣す
る。 → → → 1,852

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者日中一時支援事業 　障害者の日中の見守り等の支援を行う。 → → → 50,049

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 地域活動支援センター事業
　障害者等を通わせ、創作的活動又は生活活動の機会の提
供の場を確保運営する。 → → → 106,629

保

健

福

祉

部

福

祉

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 障害者相談支援事業
　障害者等からの相談に応じ、必要な支援を行う。また、
社会資源の掘り起こしを行い障害者地域自立支援協議会で
協議し障害児者の自立支援サービスの向上を図る。 → → → 31,800

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者家族相談員紹介事業
　精神障害者ボランティア団体の会員に精神障害者の話し
相手になってもらう。 → → → 1,482

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
障害者ピアカウンセリング事
業

　障害当事者による障害者からの相談を受けると共に助言
等を行う。 → → → 402

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
障害者自動車運転免許取得費
助成事業

　身体障害者に対して、自動車操作訓練による自動車運転
免許の取得に要する費用の一部を助成する。 → → → 600

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者自動車改造費助成事業
　身体障害者に対して、自動車の改造に要する費用の一部
を助成する。 → → → 600

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者訪問入浴サービス事業
　身体障害者の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入
浴の介護を事業所へ委託実施する。 → → → 6,060

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者更生訓練費給付事業
　身体障害者更生援護施設に入所している者に更生訓練費
を支給する。 → → → 1,368

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 障害者日常生活用具給付事業
　重度心身障害児（者）に対し、日常生活に必要な用具を
給付する。 → → → 34,200

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 重度心身障害児通園事業
　通園が可能な重度の心身障害のある乳幼児のため甲府市
障害児通園（ディサービス）施設と委託契約し、その費用
の一部を負担する。 → → → 4,449

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
介助用自動車購入費等助成事
業

　車いす等を使用する在宅の重度障害者及び寝たきり老人
等が移動に際し必要とする自動車をリフト付等に改造する
経費、又は既に改造された自動車を新規に購入する経費を
助成する。

→ → → 2,700

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
障害者福祉タクシー初乗り運
賃助成事業

　在宅重度心身障害児（者）、要介護老人、精神障害者に
対して、中型タクシーの初乗り運賃の助成をする。 → → → 22,152

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
重度心身障害者介護慰労金支
給事業

　在宅重度心身障害者の日常生活の世話をする介護人に対
し肉体的、精神的負担をねぎらうため介護慰労金の支給を
する。 → → → 2,300

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
心身障害児童福祉手当支給事
業

　心身に障害のある児童（20歳未満）を保護している者に
対し手当を支給し、児童の健全の発達を助長する。（年度
に3回支給月を設けて支給） → → → 15,813

保

健

福

祉

部

福

祉

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 特別障害者手当等支給事業
　在宅の常時特別な介護を必要とする再重度障害者に手当
を支給する。
　（支払期月　2月　5月　8月　11月の年4回） → → → 131,424

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続 心身障害者福祉手当支給事業
　20歳以上の心身に障害がある者又はその保護者に、心身
障害者福祉手当を支給する。（手当支給基準日は11月末
で、手当支給は年末に行う） → → → 91,989

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
重度心身障害者医療費助成事
業

　重度の心身障害者に対し、医療費の保険診療の自己負担
分を助成する事業。 → → → 771,429

保

健

福

祉

部

福

祉

課

継続
障害福祉計画策定・進行管理
事業

　障害者自立支援法第88条により定められている「障害福
祉計画」を平成23年度に策定する。
　・第1期　　計画期間　　　H18～H20年度（3ヶ年）
　・第2期　　計画期間　　　H21～H23年度（3ヶ年）
　・第3期　　計画期間　　　H24～H26年度（3ヶ年）

≫
●

1,600

保

健

福

祉

部

福

祉

課

新規 障害者成年後見制度利用事業

　成年後見制度利用支援事業については、制度利用が有効
と認められる知的障害のある人または精神障害のある人の
うち費用負担が困難な人に対し、同制度の利用の促進によ
り権利擁護を図るために、制度の申し立てに要する経費
（登録手数料、鑑定費用等）及び後見人等の報酬の全部ま
たは一部を助成するサービスである。

≫ → → 1,353

保

健

福

祉

部

福

祉

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
国民健康保険特別会計保険基
盤安定繰出金

　保険負担能力の低い低所得者に対する国保財政の基盤安
定を図るための繰出し金。 → → → 714,657

市

民

部

国

保

年

金

課

継続
国民健康保険特別会計その他
一般会計繰出金

　国保特別会計の事務費拠出金、県単老人医療費増波及
分、窓口無料化医療費増波及分等に係る一般会計からの繰
出金。 → → → 251,565

市

民

部

国

保

年

金

課

継続
国民健康保険特別会計職員給
与費等繰出金

　国民健康保険業務に係る職員の給与に係る繰出し金。 → → → 291,036
市

民

部

国

保

年

金

課

継続
国民健康保険特別会計財政安
定化支援事業繰出金

　国保特別会計の財政安定化を支援するための繰出金。 → → → 63,759
市

民

部

国

保

年

金

課

継続
国民健康保険特別会計出産育
児一時金繰出金

　国民健康保険特別会計における出産育児一時金にかかる
繰出し金。 → → → 79,998

市

民

部

国

保

年

金

課

継続
芦安健康管理センター維持管
理事業

　芦安健康管理センターの維持管理に関する事業。 → → → 3,615
市

民

部

芦

安

窓

口

サ

ー

ビ

ス

セ

ン

タ
ー

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

　　施策（３１）保健・医療の推進
健康福祉センターを健康づくりの拠点施設に位置付け、保健・医療・
社会福祉ネットワークの構築を図り、健(検)診、予防接種を通じて市
民の疾病予防、病気の早期発見に努め、個々の健康管理を支援する。

課

政　策 　１８　健康づくりの推進

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 救急医療確保対策・参画事業
　休日夜間の急患診療体制を整備するために事業費を医療
圏の構成市町で負担し、市民の安心で安全な生活を確保す
る。 → → → 117,690

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
２次救急医療体制病院施設整
備支援事業

　病院群輪番制に参加している２次救急医療機関を対象と
して、休日夜間の入院治療を必要とする重度救急患者の医
療を確保するための設備整備事業に対して、補助金を交付
する。

→ → → 25,530

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
栄養改善センター管理運営事
業

　栄養改善センターを指定管理施設としてＮＰＯ法人ワー
カーズおへそに施設の維持管理業務を委託する。 → → → 3,294

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
八田農業者健康管理センター
維持管理事業

　八田農業者健康管理センターの維持管理経費。 → → → 6,366

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
南アルプス市健康福祉セン
ター維持管理事業

　南アルプス市健康福祉センターについて、維持管理経
費。 → → → 61,218

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 予防接種事業
　予防接種法で定められた疾病（ＢＣＧ、ポリオ、3種混
合、麻しん風疹混合、2種混合、日本脳炎、高齢者インフ
ルエンザ）に対する定期の予防接種を実施する。 → → → 353,709

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 感染症予防対策事業

　新型インフルエンザなど様々な感染症のまん延に備え
て、感染症対策委員会を設置し行動計画の策定、体制整備
などの検討を行う。また、防護服、マスク、消毒液などの
感染予防物資の備蓄を行う。

→ → → 3,405

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 基本健診事業 　総合健診における基本健診を実施する。 → → → 90,078

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 各種がん検診事業
　総合健診におけるがん検診（胃がん・肝がん・大腸が
ん・肺がん・前立腺がん）・子宮がん・乳がん検診の実
施・要精検者の受診勧奨を行う。 → → → 397,899

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 骨粗しょう症検診事業
　早期に骨量減少者を発見し予防することを目的に検診を
実施する。検診後の保健指導を実施する。 → → → 6,489

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 肝炎ウイルス検診事業
　40歳の市民と40歳以上の市民で、検診を受けたことのな
い市民に対し、肝炎ウイルス検査を実施する。（Ｂ型肝
炎・Ｃ型肝炎） → → → 3,177

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 人間ドック個別病院検診事業
　人間ドック(基本健診＋がん検診）は、35・40・45歳・
50歳～69歳の市民、個別病院健診は40歳から74歳の市民を
対象に実施する。(いずれも、社会保険本人以外） → → → 146,844

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 歯周疾患予防事業
　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受でき
るよう、歯の喪失を予防することを目的に、歯周疾患健診
を実施する。 → → → 4,554

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

事業費（千円）・実施工程

事業内容・実施方針区分 部局 課事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 健康教育事業
　生活習慣病の予防、及び介護を要する状態となることの
予防、その他健康に関する事項について、正しい知識の普
及を図り、適切な指導や支援を行う。 → → → 3,105

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
総合健診結果説明会・相談事
業

　総合健診の結果を有効活用できるよう、総合健診受診
者、要特定健診における保健指導対象者に結果説明、指導
を行う。健診の結果も踏まえ、成人、高齢者の健康相談に
応じる。

→ → → 1,317

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
小児慢性特定疾患児日常生活
用具給付事業

　在宅療養において県の小児慢性特定疾患児に認定されて
いる児に対して、日常生活用具購入に要する費用の一部
を、保護者の収入に応じて助成する。 → → → 90

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 不妊治療費助成事業
　妊娠を望み不妊治療を行っている夫婦に対し、その治療
でかかった費用の一部を助成する。 → → → 12,000

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
妊婦・乳幼児健康診査助成事
業

　妊婦健康診査の費用負担の軽減を図り妊婦健診を受けや
すくし、安全に出産だ出来るよう１４回の健診費用の補助
を行う。また乳児健康診査を医療機関にて受けられるよう
２回の受診券を発行する。市で行っている乳幼児健診にお
いて精密検査が必要な場合について精密健康診査票を発行
する。

→ → → 172,035

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 乳幼児健診事業
　乳幼児期の疾病の予防、異常の早期発見をはかり乳幼児
の健やかな育ちを支えるために、乳幼児健康診査事業を行
う。 → → → 40,974

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 母子健康相談事業
　母性、乳幼児等の健康の保持増進の為、又保護者の育児
不安等の軽減を図るため、個別に相談を受けて助言、支援
をする。 → → → 810

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 母子健康教育事業
　妊婦・乳幼児及び保護者を対象として健康の保持増進・
育児関しての情報等を集団を対象に健康教育を実施する。 → → → 1,470

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 乳幼児発達支援事業

　心身のアンバランスや、また出生や疾患により心身の発
達に諸問題を有しており、将来、精神、運動発達面におい
て障害ををきたすおそれのある乳幼児を早期に把握し、適
切な支援を行うことにより、健全な発達を促進する。

→ → → 5,571

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 母子訪問事業

　生後4ヶ月までの乳児がいる家庭を訪問し、対象者の心
身の状況や育児環境等を把握し、様々な不安や悩みを聞
き、子育てに関する助言や指導、情報提供などを行う。ま
た子育ての孤立化を防ぐ。訪問者は保健師か助産師が行
う。

→ → → 5,904

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 健康づくりフェア事業

　市と健康関連団体により実行委員会を構成し、関係団体
の特色ある健康絵の取り組みを市民に公開することによ
り、家庭地域で、実践するきっかけとなる機会とし、健康
市民の増加に寄与する。

→ → → 3,510

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 食生活改善推進事業
　各地区(5地区）食生活改善推進委員会への補助金の交
付。 → → → 5,691

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 結核検診事業
　65歳以上の市民(30歳以上希望者）を対象に、結核検診
を実施する。 → → → 26,565

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

区分

事業費（千円）・実施工程

事業名 事業内容・実施方針 部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
若草健康センター管理運営事
業

　若草健康センターを指定管理施設として南アルプス市社
会福祉協議会に施設の維持管理を委託する。 → → → 9,027

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
甲西保健福祉センター管理運
営事業

　甲西保健福祉センターを指定管理施設として南アルプス
市社会福祉協議会に施設の維持管理を委託する。 → → → 14,253

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
保健指定管理施設維持補修事
業

　指定管理に出している施設の補修工事を行う。特殊建築
物の調査結果に基づき、計画的に補修工事を行う。 → → → 1,500

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
櫛形健康センター維持管理事
業

　櫛形健康センターの維持管理事業。 → → → 8,799

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
救急医療体制整備運営支援事
業

　中巨摩医師会が行う休日夜間に医療を行う在宅当番医の
調整と休日夜間急患センターへ派遣する医師の調整を行う
事業に対し中巨摩医師会管内の市町で事業費を負担する。 → → → 4,917

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 市母子愛育連合会支援事業
　合併を期に連合会として発足した母子愛育連合会の活動
に対し支援を行う。 → → → 4,056

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
食生活改善推進員会活動支援
事業

　各地区（5地区）食生活改善推進員会へ運営費補助金を
交付する。 → → → 3,543

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続
生命の貯蓄体操普及会活動支
援事業

　ＮＰＯ法人「生命の貯蓄体操普及会」南アルプス支部の
組織運営・活動にかかる経費に対する補助を行う。 → → → 1,317

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

継続 薬草研究会活動支援事業 　白根薬草研究会活動に対し補助する。 → → → 306

保

健

福

祉

部

健

康

増

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 水力発電所維持管理事業
　金山沢川小水力発電所運用開始に伴い発生する維持管理
事業。維持管理と併せて発電の安定化を行うなど、問題が
発生したときの対応を行う。 → → → 10,230

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

継続 小水力発電所調査研究事業 　調査研究を行い小水力発電所の導入の可能性を探る。 ● 2,176

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

部局 課

地球温暖化の緩和・抑制に努め、緑豊かな自然を保全し後世に継承す
る。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

政　策 　１９　自然環境の保全と活用

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分

　　施策（３２）自然と共生する地域づくり

事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規
地球温暖化対策機器設置費支
援事業

自然環境の保全と活用の政策を進める中で地球温暖化対策
への取り組みの基礎資料である新エネルギービジョンに基
づき新エネルギーの利用促進及び啓発を図る。太陽光及び
太陽熱を利用した機器を導入する市民に対し補助金制度を
設け支援する。

≫ → → 15,042

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

新規 堰尻川小水力発電所整備事業

　Ｈ22年3月に経済性等の調査結果の報告がある。
　Ｈ22年度は、国交省との協議資料作成のため、1年間の
流量観測を行い、経済性について分析を行ったうえでＨ23
年度にＮＥＤＯへ補助申請を行う。
　ＮＥＤＯ　1／2補助

≫ → → 700,911

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

新規
徳島堰小水力発電所整備検討
事業

　Ｈ22年度は、事業主体の山梨県と協議及び国交省との協
議資料を作成する。
　事業費分担金は事業費の25％とし、経済性があれば平成
23年度以降に事業に着手する。

≫ → → 28,075

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

新規
四ヶ村堰小水力発電所整備検
討事業

　Ｈ22年度は、事業主体の山梨県と協議及び国交省との協
議資料を作成する。
　事業費分担金は事業費の25％とし、経済性があれば平成
23年度以降に事業に着手する。

≫ → → 28,075

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

新規 庁舎省エネルギー化改修事業
　本庁舎(本館、西別館)に係る維持管理のうち、省エネル
ギー空調機器等の改修費用。

≫
●

65,000
総

務

部

管

財

契

約

課

継続
櫛形山県民の森遊歩道管理事
業

　県民の森は市民や県民の癒しの場として多く利用されて
おり学校林も多く設置されているので学習の場としても活
用されている。その中で安全かつ有意義に散策してもらう
ため遊歩道の維持管理を行う。

→ → → 3,492

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 里山獣害対策森林整備事業
　里山地域の山林の下草刈り、除伐、間伐等の森林整備を
行い、人と動物の緩衝帯を設置し、猿、イノシシ等の野生
動物が集落や田畑などの人間の生活圏に入りにくくする。 ● 1,834

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 南甘利山登山道整備事業 　南甘利山までの登山道整備。 → → → 780

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 清良平周辺登山道整備事業 　清良平周辺の草刈及び道標の整備。 → → → 780

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 長峰林道遊歩道整備事業 　長峰林道遊歩道の整備を実施。 → → → 180

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
中央森林組合経営基盤強化支
援事業

　中央森林組合への経営基盤強化に関する支援。 → → → 1,140

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 林業通年就労奨励支援事業 　中央森林組合への就労奨励に関する補助金を交付する。 → → → 1,380

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続
高尾山外一字恩賜県有財産保
護財産区管理会特別会計繰出
金

　高尾山における学校林整備に対し繰出金を出す。 → → → 3,000

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

区分 課事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
森林整備地域活動支援交付事
業

　森林の調査、施業の必要性を判断調査を行う。
　・対象森林面積　254ｈa ● 2,466

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 松くい虫防除対策事業 　松くい虫被害によるアカマツを伐倒くん蒸処理をする。 → → → 50,427

農

林

商

工

部

農

林

振

興

課

継続 市単独林道開設事業
　高尾山林道、甲西－秋山林道、他を開設（用地買収等）
し、利用区域内の森林育成及び水資源の確保を図る。 → → → 61,162

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 林道維持管理事業
　市内全域の林道用施設の維持、修繕を行い、延命化によ
る利用区域内の森林育成及び水資源の確保を図る。 → → → 24,639

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 小規模治山事業
　市内の崩落の危険性がある森林の保全を行うため、治山
施設の整備を図る。 → → → 5,000

農

林

商

工

部

農

林

土

木

課

継続 みどりのカーテン推進事業
　地球温暖化対策の一つとして、市内小中学校、保育所、
公共施設、一般家庭・企業等にみどりのカーテンの設置
し、その普及・啓発を進めるための支援を行う。 → → → 1,623

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

継続 櫛形山アヤメ保全対策事業

　アヤメ平及び裸山のアヤメの全滅状態を復元するべく調
査検討委員会の立ち上げと食害防止ネットの設置により生
育状況を調査し、原因究明する。
　平成22年度は県より保護柵設置費の2分の1の助成があ
る。

→ → → 2,551

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

継続 特定鳥獣適正管理事業
　農林業の被害を防ぐ為、ニホンジカ、イノシイ、ニホン
ザルを県と市による適正管理により捕獲を行い、猟友会か
らの報告に基づいて買い上げる。 → → → 9,600

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

継続
南アルプス世界自然遺産登録
推進事業

　山梨県、長野県、静岡県の南アルプス国立公園を有する
10市町村により南アルプスを世界自然遺産に登録する為に
調査研究を行う。また、あらゆる分野の専門家により南ア
ルプスの地形・地質及び動植物について調査を行う。

→ → → 426

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

継続 自然遺産登録推進参画事業

　南アルプス国立公園を有する山梨県内の南アルプス市、
韮崎市、北杜市、早川町の4市町で構成する世界自然遺産
登録山梨県連絡協議会で南アルプスを世界自然遺産に登録
する為に協議検討を進める。また、県内の学術検討委員に
より北岳を中心とした地形・地質及び動植物の調査研究を
行う。
（平成22年度はジオパーク登録に向けた調査を行なう）

→ → → 3,273

農

林

商

工

部

み

ど

り

自

然

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 環境基本計画立案事業

　平成20年度に制定した環境基本条例に基づき南アルプス
市の環境行政を推進するため、市における今後の環境に関
する施策を総合的かつ計画的に進めていく上での基本的な
計画となる「南アルプス市環境基本計画」を策定する。
　策定には、策定委員会及び庁内検討委員会を立上げ、ま
た専門知識を有する業者委託により行う。

● 7,019

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

　　施策（３３）生活環境の保全
南アルプス市環境基本条例、環境基本計画に基づき、環境への負荷の
少ない循環型社会の構築を目指す。

部局 課

区分 事業名

政　策 　２０　快適生活環境の整備

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規
廃食用油回収事業
（協働事業）

「南アルプス市みんなでまちづくり協働事業」により市内
NPO法人と協働で廃食用油の回収を行う。回収した廃食用
油は燃料精製会社によりＢＤＦに精製され、その一部を南
アルプス市の環境パトロール車の燃料として使用する。

≫ → → 589

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

継続 バイオマス資源利用促進事業

　平成17年度に策定した南アルプス市地域新エネルギービ
ジョンで、導入プロジェクトの一つとして木質バイオマス
エネルギーを市内事業所や公共施設への導入を進め、化石
燃料消費量の削減を目指すこととしてる。このため、未利
用となっている木質バイオマス資源の収集から利活用まで
のトータルシステムの構築を進める。

→ → → 5,397

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

新規
バイオマスタウン構想策定事
業

　地域全体で自然資源を活用したエネルギー利用に取り組
むため、構想を策定する。

≫
●

2,375

総

合

政

策

部

地

球

温

暖

化

対

策

室

継続 スズメ蜂駆除事業
　　市が係る公共施設に巣をつくる、危険なスズメ蜂を駆
除し、市民が安心、
 安全に施設を利用できるよう、環境の保全に努める。 → → → 1,200

市

民

部

環

境

課

継続 公害対策水質調査
　河川・地下水・事業所排水の水質調査を定期的に行い、
環境保全のための基礎データを収集する。 → → → 14,736

市

民

部

環

境

課

継続 公害発生原因調査
　突発的な公害関係事故発生時の原因調査を行い、その後
も必要に応じて追跡調査を行う。 → → → 825

市

民

部

環

境

課

継続 野犬等捕獲事業
　野犬等が人畜その他に危害を加えることを防ぎ、放し飼
い犬等を防止するための啓発等を行い、安全な生活環境の
保全に努める。 → → → 864

市

民

部

環

境

課

継続 不法投棄監視活動事業
　市内全域において、不法投棄監視員２名が週３回（月の
内土日を各１回入れる）市内全域をパトロールし、不法投
棄の根絶を目指し継続的に行う為の賃金。 → → → 9,423

市

民

部

環

境

課

継続
ごみ出しルール作成お知らせ
事務

　市内全域の各家庭に対し、年間収集日を定めたカレン
ダーを配布する。 → → → 11,994

市

民

部

環

境

課

継続
緊急雇用創出事業　ふるさと
環境美化事業

　緊急雇用により臨時職員を採用し、地域の巡回と、緊急
通報への対応によりごみの収集及び処分場所への搬送を行
う。

≫
●

26,891
市

民

部

環

境

課

継続 滝沢川クリーン事業
　徳島堰から滝沢川に流れ込むゴミを除塵機で処理してい
る。この除塵機の定期的な清掃を行なう。 → → → 1,608

市

民

部

環

境

課

継続 地域環境特別活動協力事業
　地域の環境保全推進のため、地域ぐるみで特別な環境美
化活動を実施する自治会等を支援する。 → → → 3,024

市

民

部

環

境

課

継続 環境美化員会活動事業
　市内全域におけるごみ処理の適正化及び減量化を進め地
域の良好な環境を保持する為、環境美化員を中心にゴミの
分別収集を行う為の報償金等。 → → → 10,383

市

民

部

環

境

課

部局 課事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
一般家庭可燃ごみ・不燃ごみ
収集運搬事業

　市内の一般家庭から排出される、可燃ゴミ・不燃ごみの
収集運搬業務をエコ協業組合に委託し、定期的な収集を行
う。 → → → 385,341

市

民

部

環

境

課

継続 粗大ごみ収集運搬事業
　市内全域を対象に年間４回の粗大ごみの収集を実施す
る。 → → → 69,909

市

民

部

環

境

課

継続 動物死骸処理事業
　事故等により死亡した動物の死骸の処理（休日業者対応
分・火葬料）を行なう。 → → → 6,375

市

民

部

環

境

課

継続 リサイクル推進事業
　ごみの減量化を図るため、一般家庭から排出される不燃
ゴミ収集を行う。また、地区ごとに回収された資源ゴミに
対する報償金。 → → → 209,496

市

民

部

環

境

課

継続
中巨摩広域事務組合運営参画
事業

　中巨摩広域事務組合清掃センター利用に加盟する市町を
対象として、一般廃棄物のごみ処理について共同処理を行
なう。（構成市町南アルプス市、甲斐市、中央市、昭和
町、市川三郷町、増穂町、鰍沢町）現在3市4町の負担金を
もとに運営されている。

→ → → 1,843,563
市

民

部

環

境

課

継続 ぼかし利用推進事業

　生ごみの減量化及び堆肥化による資源の有効利用のた
め、ぼかしの配布を年間2回実施する。また、ぼかしの材
料を購入し、ぼかし作成団体に配布し生ゴミの減量化に努
める。

→ → → 960
市

民

部

環

境

課

継続
電動生ごみ処理機購入費支援
事業

　生ゴミの自家処理を推進し、生ゴミの堆肥化による資源
の有効利用を図るため、市民が電動生ゴミ処理機を購入す
る場合に支援する。（補助限度額20,000円) → → → 3,000

市

民

部

環

境

課

継続 各地区ごみ清掃作業事業
　各地域ごと一世帯1名の参加により、身近な道路及び河
川などの清掃活動を定期的に実施する。 → → → 2,232

市

民

部

環

境

課

継続
アダプト・プログラム推進事
業

　ボランティア17団体（534名）により組織されており、
公園、道路、河川等の公共区域内の美化活動や清掃作業な
どに取り組んでいる。 → → → 348

市

民

部

環

境

課

継続 リサイクルプラザ整備事業
　市民の利便性と循環型社会の構築を目的とし、また環境
教育的施設の役割も担う環境拠点施設の整備を検討する。 → → → 0

市

民

部

環

境

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 戸籍証明発行事業
　窓口申請および郵送請求による戸籍の謄抄本・記載事項
証明等の発行。 → → → 3,102

市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　　施策（３４）窓口サービスの向上
正確・迅速・親切な対応を行っていくため、自動交付機の導入につい
て検討や、時間外・休日等の事務対応などサービスの向上を図る。

政　策 　２１　窓口サービスの充実

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 戸籍記載事務
　戸籍届け書の適正な審査し受理する。その後、法律（民
法・戸籍法・戸籍法施行規則）に基づき正確・迅速に戸籍
の記載を行う。 → → → 3,255

市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

継続 戸籍システム管理事業
　戸籍データー等の保護につき厳重な管理運営を確保す
る。 → → → 34,347

市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

継続 住民基本台帳管理事務

　住民登録等に関する諸証明や相談業務を行う。また、そ
れらの届出に付随する統計処理や人口動態調査に関する各
種届出の受理を行なう。
　本庁・支所とも夜間サービスを実施し、窓口サービスの
充実を図る。

→ → → 4,146
市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

継続 外国人登録管理・相談事業
　外国人の居住関係や身分事項を外国人登録原票に登録す
る。また、申請があれば登録原票の記載事項の証明書を交
付する。 → → → 1,893

市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

継続
住民基本台帳ネットワーク事
務

　住民基本台帳ネットワークシステムを利用した住民基本
台帳の管理、住基カードの交付及び電子証明書の発行、住
民票の広域交付、転出届の特例などの各種サービスを提供
する。

→ → → 0
市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

新規
証明発行用自動交付機導入事
業

　自動交付機による証明発行を検討し導入する。 ≫ → → 64,032
市

民

部

窓

口

サ

ー

ビ

ス

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
芦安高齢者コミュニティセン
ター運営管理事業

　芦安地区住民が生涯学習等の講座（集会）を開催できる
ように施設を維持管理する。 → → → 1,155

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
八田高度農業情報センター運
営管理事業

　八田高度農業情報センターの運営管理事業（指定管
理）。 → → → 55,950

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

新規 国民文化祭先進地視察事業
　Ｈ25年度の国民文化祭に向けて視察等を行い事業実施内
容、方法を検討し、Ｈ24年度にはプレフェスティバルを開
催する。 ≫ → → 508

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 南アルプス市民文化祭事業
  旧町村単位（芦安地区を除く5地区）で文化展を開催す
る。また、文化祭の時期に合わせて文化講演会を実施す
る。 → → → 7,788

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 文化講演会開催事業 　文化講演会年1回開催する。 → → → 1,965

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

部局 課

基本政策 Ⅴ　個性と文化を育む都市づくり

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

政　策 　２２　生涯学習ネットワークの整備充実

　　施策（３５）生涯学習システムの推進
生涯学習プランに基づき、生涯学習施設や生涯学習講座のあり方を検
討し、学問分野だけではなく、身近な知識の習得により実践できるも
のなど、市民ニーズの高い教室・講座を開催する。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
ふるさと再見ガイドツアー開
催事業

  市の郷土研究部に委託して市内のふるさと再見ガイド
ブック（ふるさと歴史めぐり）を作成する。 → → → 810

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 市文化協会活動支援事業
　市文化協会主催の市民文化祭（5地区開催）・文化講演
会等の開催並びに事務運営費に対して補助金を交付する。 → → → 1,080

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
市文化協会専門部活動支援事
業

　市文化協会に所属する専門部（120部程度）の活動費に
対して補助金を交付する。
　補助金は市文化協会に一括補助し、専門部に分配する。 → → → 4,485

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 桃源文化会館運営管理事業 　桃源文化会館の運営管理（指定管理委託）。 → → → 74,079

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
桃源文化振興協会運営支援事
業

　文化の向上を目的として設立された桃源文化振興協会職
員（7人分）の人件費補助。 → → → 128,436

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
櫛形西地区農村環境改善セン
ター運営管理事業

　櫛形西地区農村環境改善センター運営管理事業（指定管
理）。 → → → 7,020

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
櫛形北地区農村環境改善セン
ター運営管理事業

　櫛形北地区農村環境改善センター運営管理事業（指定管
理）。 → → → 7,620

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 ふるさと天文館運営管理事業
　ふるさと天文館の施設の維持管理並びに観望会の開催事
業。 → → → 2,982

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
白根コミュニティ館運営管理
事業

　白根コミュニティ館維持管理事業。 → → → 1,752

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
甲西農村環境改善センター運
営管理事業

　甲西農村環境改善センターの運営管理事業（指定管
理）。 → → → 28,203

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
櫛形生涯学習センター運営管
理事業

  櫛形生涯学習センターの運営管理事業（指定管理）。 → → → 67,005

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
若草生涯学習センター運営管
理事業

  若草生涯学習センターの運営管理事業（指定管理）。 → → → 33,480

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
南アルプス市働く婦人の家運
営管理事業

  南アルプス市働く婦人の家運営管理事業（指定管理）。 → → → 12,237

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 豊文化教室運営管理事業   豊文化教室の運営管理事業（指定管理）。 → → → 600

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 公民館運営管理事業 　市内の中央公民館6館、分館3館での事業運営経費。 → → → 10,551

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 生涯学習推進事業
　生涯学習を推進するために各種生涯学習講座を開催す
る。 → → → 10,452

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 女性学級活動支援事業
　地域の女性団体が行う社会活動支援を目的として補助金
を交付する。 → → → 144

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
社会教育関係団体活動支援事
業

　地域で活動する社会教育団体（地域団体、女性団体、青
少年団体等）を支援するため補助金を交付する。 → → → 3,747

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

新規
桃源文化会館音楽ホール音響
設備更新等事業

　国民文化祭開催に向けて、その中心的役割を果たす桃源
文化会館の音楽ホールの音響設備を更新する。
　　音響設備更新工事、天井補強工事 → → → 189,680

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

新規
旧三恵小学校校舎取り壊し事
業

　老朽化を通り越して廃墟とも言える三恵小学校校舎につ
いては、現在、遠光太鼓等の太鼓愛好者の練習拠点となっ
ているが、移転を促し、危険を回避するため早急に取り壊
す。
　　建築面積：（2階建て）700㎡

→ → → 7,000

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

新規 国民文化祭開催事業

平成25年に山梨県で国民文化祭が開催される。これに伴い
南アルプス市においても3～5事業を実施する。この開催準
備における実行委員会設立やプレフェスティバルを開催す
る。

→ → → 2,500

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 図書館システム管理事業

　図書館資料と利用登録者を一元管理し、図書館サービス
（貸出・返却・資料検索・予約など）を迅速かつ円滑に利
用者に提供する。また、図書館資料や情報をオンライン上
で公開し、図書館サービスを広げるためにシステムの整
備・充実を行う。

→ → → 15,666

教

育

委

員

会

市

立

図

書

館

継続 図書館生涯学習推進事業
　講座等の多様な学習機会を提供することにより、読書の
向上及び図書館利用の向上につなげる。 → → → 1,716

教

育

委

員

会

市

立

図

書

館

継続 ブックスタート事業

　市内に生まれたすべての赤ちゃんとに保護者に、絵本2
冊と図書館職員が作成した推薦リスト、図書館利用申込
書、おはなし会ちらしを配布し、ミニおはなし会（わらべ
うた、手ぶくろ人形、読み聞かせ）を行う。保護者に読み
聞かせ等が、親にとっても楽しいひとときであり、子ども
の成長にとって欠かせないものであることを伝え、家庭で
の読書の奨励を行う事業。

→ → → 3,150

教

育

委

員

会

市

立

図

書

館

継続 図書館資料購入事業
　市民の調査や問題解決に向けた取り組みに応えるため、
必要な資料や情報を充実し、情報提供を行う。 → → → 60,000

教

育

委

員

会

市

立

図

書

館

継続 白根桃源美術館維持管理事業
　美術館の環境を整備し、収蔵作品がよい状態で保管がで
きるように維持管理を行う事業。 → → → 20,640

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局区分 事業名 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 美術館企画展事業
　地域文化の担い手の育成として、より充実した質の高い
美術館展覧会提供することにより芸術文化の推進を図る事
業。 → → → 42,732

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

継続 春仙美術館常設展事業
　美術館収蔵作品の展示を行い、広く市民に絵画等芸術・
文化に親しんでもらう機会を提供する事業。 → → → 15,345

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

継続 白根桃源美術館常設展事業
　美術館収蔵作品の展示を行い、広く市民に絵画等芸術・
文化に親しんでもらう機会を提供する事業。 → → → 8,073

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

継続 春仙美術館維持管理事業
　美術館の環境を整備し、収蔵作品がよい状態で保管がで
きるように維持管理を行う事業。 → → → 54,978

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

継続 美術館協力会支援事業

　名取春仙の画業の調査研究・作品の収集行い、その成果
の情報提供及び収集作品の永久寄託、また企画展等の美術
館運営に協力することを目的としている会が行う研修旅行
に対し補助金を交付する事業。

→ → → 570

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

継続 美術館運営支援事業
　図録、グッズ、チケットの販売、その他美術館運営を行
うために桃源文化振興協会からの派遣職員の人件費に対し
て補助金を交付する。 → → → 16,068

教

育

委

員

会

市

立

美

術

館

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 小林愛則育英奨学会支援事業

　市内の中学校を優秀な成績で卒業し、将来社会の中核と
なる人材を育成することを目的に、校長推薦による優秀な
高校生（1学年3人までの予算で）9人以内に年間1人10万円
の奨学金を給付する。

→ → → 2,400

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
芦安地域活性化対策育英奨学
金貸付事業

　芦安地区に住む高校生に対する通学費助成的な奨学金制
度。 → → → 3,240

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

新規 南アルプス市奨学金貸与事業

　勉学に意欲的な学生が経済的理由で進学をあきらめるこ
とのないようにするため、市内在住の大学生、高校生への
奨学金を貸与する。
　　◎大学生等月25,000円、高校生月10,000円の貸与

≫ → → 26,640

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 学校教職員健康診断事業
　学校における適切な健康管理と安全管理を運営し、教職
員の健康状態を把握し、学校教育の円滑な実施と確保を目
的とする。 → → → 22,212

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 学校環境検査事業 　市内小中学校施設の環境衛生検査を定期的に実施する。 → → → 5,199

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課

　２３　学校教育の充実

　　施策（３６）「生きる力」を育む学校教育の推進
学校や学級が安心して過ごせる場所となるように、新学習指導要領に
対応した授業の実施、外国籍の児童・生徒をはじめ一人ひとりの実態
に応じたきめ細かな指導を行なう。

区分 事業名

政　策

区分 事業名

事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 学校保健管理事務経費 　学校保健業務に係る経費。 → → → 47,580

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 学校給食助成金事業
　少子化対策、子育て支援を目的に、小中学校等に通って
いる児童生徒が3人以上居る世帯に対し3人目以降の児童生
徒の学校給食費を助成する。 → → → 44,634

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
関東中学校軟式野球大会支援
事業

　平成22年度に山梨県で開催される軟式野球関東大会への
支援。 → → → 150

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 就学時健診事業
　翌年度就学予定者の健康状態の把握のため、市内就学予
定者全員を対象として学校安全保健法に基づき健診を行
う。 → → → 4,026

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
小人数教育・特別支援教育事
業

　市内小学校へ市負担教職員を配置し、発達障害児への援
助及び少人数学級の推進及び複式学級の解消、不登校対策
等を行う。 → → → 268,764

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
若草下今井地区児童通学支援
事業

　若草地区下今井の区域内に居住し路線バスで若草小に通
学する小学１～２年生の保護者に自宅の最寄の停留所から
若草小までの定期代を補助する。 → → → 4,965

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
中学校要保護就学援助及び特
別支援教育就学奨励事業

　生活保護費を受給している世帯の生徒が修学旅行に参加
した場合や全員が負担しなければならない費用、または、
経済的負担能力の程度に応じて特別支援学級に就学のため
必要な経費の全部または一部ををその保護者に対して補
助、または支弁する。

→ → → 2,361

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 中学校準要保護就学援助事業
　生活保護世帯に準じる、経済的な理由により就学が困難
な生徒の保護者に学用品費・給食費など学校にかかる費用
の一部援助する。 → → → 73,395

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
中学校関東大会・全国大会支
援事業

　中学校体育部、文化部が関東大会及び全国大会に出場が
決定した場合、その経費の一部を補助する。 → → → 51,027

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
小学校要保護就学援助及び特
別支援教育就学奨励事業

　生活保護費を受給している世帯の児童が修学旅行に参加
した場合や全員が負担しなければならない費用、または、
経済的負担能力の程度に応じて特別支援学級に就学のため
必要な経費の全部または一部ををその保護者に対して補
助、または支弁する。

→ → → 3,480

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 小学校準要保護就学援助事業
　生活保護世帯に準じる、経済的な理由により就学が困難
な児童の保護者に学用品費・給食費など学校にかかる費用
の一部援助する。 → → → 81,957

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 芦安チロル学園運営費 　山村留学をしている学園生の宿舎管理運営。 → → → 54,249

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
学びの質を高める授業づくり
推進支援事業

　子どもたち同士がお互いの考えや表現を聴き合い・学び
合う質の高い学びを保障する授業作りを進めるために「学
びの質を高める授業づくり推進事業」を立ち上げ、各校の
研究の視点と狙いを明確にする中で、すべての子どもに学
びを拓く授業の実現にむけて学校の研究を支援する事業で
ある。

→ → → 900

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
南アルプス自然体験推進支援
事業

　南アルプスの大自然を舞台にした各種自然体験活動を実
施し、世界遺産登録を目指す南アルプスの山々のすばらし
さを知ると共に豊かな感性を醸成し、仲間を大切にする信
頼関係を構築していくことを目指す。

→ → → 900

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続
いじめ・不登校未然防止推進
事業

　学級集団の状態，及び子どもたち一人ひとりの学校生活
における実態について正確に把握するため，教師の日常的
な観察に加え，状況を客観的に把握することができるＱ－
Ｕテストを実施することにより支援の必要な子どもたちの
早期発見・早期対応につなげていく。

→ → → 4,284

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続 スクールガードリーダー事業

　市内を4地区に分け、それぞれにスクールガードリー
ダーを配置している。それらスクールガードリーダーはス
クールガード活動のみならず学校との連携をとりながら、
通学路の安全点検、危険箇所の確認、学校の不審者対策の
確認などの活動を行っている。

→ → → 1,917

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続
南アルプス市学校応援団育成
事業

　中学校区ごと７ブロックに分け学校応援団を組織し、そ
れぞれの応援団に活動の中心となるコーディネーターを配
置、コーディネーターはボランティアの募集、ボランティ
ア人材バンク作成及び学校のニーズに応じたボランティア
を派遣する事業である。

→ → → 16,695

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続 教育支援センター運営管理費 　教育支援センターの業務。 → → → 16,368

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続 外国語指導助手配置管理事業
　市内22小中学校に、業務委託により外国語指導助手を配
置し、適正な業務（配置）をしているか、業務管理をす
る。 → → → 119,406

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続
姉妹都市外国語指導助手配置
事業

　姉妹都市より現地の教員資格を持つ人材を招へいし、市
内の中学校へ外国語指導助手として配置する事業である。 → → → 1,689

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

継続
外国青年招致事業（JETプロ
グラム）

　JETプログラムによる外国語指導助手招へい事業。市内
の小中学校の外国語活動及び英語授業の指導助手や外国文
化等の指導を行う事業。 → → → 1,632

教

育

委

員

会

南

ア

ル

プ

ス

教

育

推

進

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 中学校施設整備事業（単独）

　市立中学校（市内７校）の学習環境において、学校施設
のバリアフリー化を推進し学校間の格差を是正して、誰も
が不自由なく施設を利用できるよう社会的ニーズに対応し
た良好な学校施設環境を提供する。

→ → → 36,475

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 小学校施設整備事業（単独）

　市立小学校（市内22校）の学習環境において、学校施設
のバリアフリー化を推進し学校間の格差を是正して、誰も
が不自由なく施設を利用できるよう社会的ニーズに対応し
た良好な学校施設環境を提供する。

→ → → 49,140

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

新規
白根東小学校屋外水泳プール
改築事業（補助)

　老朽化した体育館の2校の学習環境において、学校施設
のバリアフリー化を推進し学校間の格差を是正して、誰も
が不自由なく施設を利用できるよう社会的ニーズに対応し
た良好な学校施設環境を提供する。

≫
●

133,676

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
櫛形北体育館耐震補強・大規
模改造事業

　耐震補強関連事業については、平成21・22年度の継続事
業により事業執行を計画する。関連工事については平成21
年度に契約し事業着手する。外構整備工事は平成22年度に
事業発注し全ての事業を完了するものである。

● 84,924

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

　　施策（３７）学校施設の整備充実

部局 課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

学校や学級が安心して過ごせる場所となるように、新学習指導要領に
対応した授業の実施、外国籍の児童・生徒をはじめ一人ひとりの実態
に応じたきめ細かな指導を行なう。

部局 課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
小笠原小学校給食施設維持管
理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 8,631

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
櫛形北小学校給食施設維持管
理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 6,480

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
櫛形西小学校給食施設維持管
理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 4,020

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
豊小学校給食施設維持管理事
業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 5,808

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
落合小学校給食施設維持管理
事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 6,486

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
南湖小学校給食施設維持管理
事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 7,629

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
櫛形中学校給食施設維持管理
事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 6,096

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
甲西中・大明小学校給食施設
維持管理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 13,329

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
若草学校給食センター維持管
理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 43,413

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
白根八田学校給食センター維
持管理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 103,761

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続
芦安学校給食センター維持管
理事業

　学校給食を安心安全に児童に提供する給食施設及び厨房
備品の維持管理。 → → → 6,402

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 学校施設再配置検討事業
　老朽化している学校施設への対処方法や学区の再編など
小中学校の望ましいあり方について調査・研究を行う。 → → → 0

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

継続 給食施設再配置検討事業

　老朽化している若草地区・櫛形地区･甲西地区の学校給
食調理場について、これからの計画について方針を作成す
る。
　人口が少なくなってきている芦安地区について、共同調
理場の運営についての方針を作成する。

→ → → 0

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

新規
八田小学校校舎大規模改造事
業

　老朽化が著しく建物全体に経年劣化が認められるため、
大規模改造工事を施し教育環境の改善と建物の耐久性を高
める。
　普通特別教室棟・食堂棟

≫ ● 312,000

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

新規
白根飯野小学校グラウンド改
良事業

　排水側溝の機能不足及び傾斜の傾きによりグランド競技
へ支障が発生しているため、グランド整備を実施する。

≫
●

34,816

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

新規
若草小学校学校プール老朽改
築事業

　老朽化が著しいプール・プール付属屋の改築工事に併
せ、低学年用プールも整備する。 ≫ ● 157,500

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

新規
白根御勅使中学校屋内運動場
耐震補強大規模改造事業

　老朽化が著しく建物全体に経年劣化が認められるため、
大規模改造工事を施し教育環境の改善と建物の耐久性を高
める。
　耐震補強対象　　　672㎡、　大規模改造対象 　979㎡

≫ ● 160,160

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

新規 櫛形武道館改築事業

老朽化（昭和51年建築）し耐震対策も必要な櫛形武道館及
び弓道場について、改築を行う。
　計画面積：580㎡（武道場508㎡、弓道場72㎡）
　構造等　鉄骨一部木造平屋建て、柔道場、剣道場、弓道
場、トイレ、給湯室
　その他、太陽光パネルを設置

≫
●

190,000

教

育

委

員

会

教

育

総

務

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 甲西子ども祭り運営事業
　祭りをとおして遊びの中で、異年齢の仲間や地域の大
人・親子の交流を深め、地域の歴史文化や芸能を伝承する
地区で行っている事業。 → → → 2,370

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
若草三世代ふれあい祭り支援
事業

　祭りを通して遊びの中で、異年齢の仲間や地域の大人・
親子の交流を深め、地域の歴史文化や芸能を伝承する。若
草地区で行っている事業。 → → → 324

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 芦安子ども夏まつり支援事業
　祭りを通して遊びの中で、異年齢の仲間や地域の大人・
親子の交流を深め、地域の歴史文化や芸能を伝承する。芦
安地区で行っている事業。 → → → 180

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
青少年桃っ子祭り運営・支援
事業

　祭りを通して遊びの中で、異年齢の仲間や地域の大人・
親子の交流を深め、地域の歴史文化や芸能を伝承する。白
根地区で行っている事業。 → → → 858

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
櫛形世代間交流フェスティバ
ル運営・支援事業

　「あやめっ子体験塾」の一環として三世代交流の場作
り、人とひととの絆を高め、家庭、学校、職場、地域が一
体となっての、青少年の健全な育成が求められ、「体験学
習」や「遊び」など課外学習の場として、子どもたちを中
心に周囲の大人達が一堂に「幼子の遊び場づくり」の一端
として環境を醸成することを目的とする。

→ → → 1,005

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
青少年育成カウンセラー設置
事業

　悩みを持った青少年や子育てに悩んでいる親の相談を受
けて助言をする。また、市区民会議の組織の強化を図り青
少年の健全育成に努める目的に組織されたカウンセラーの
経費。

→ → → 22,680

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

部局 課

政　策 　２４　青少年の健全育成

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

　　施策（３８）健全育成体制の強化充実
地域関係者の連携を強化し、青少年カウンセラーを中心に市民会議・
地区民会議を通じて青少年非行防止運動全般の推進を図る。

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 青少年育成推進会議運営事業

　青少年の健全育成を地域全体で取り組むための事業経費
　・青少年育成推進員報酬
　・各種啓発チラシ作成
　・家庭の日啓発事業経費　等

→ → → 8,133

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 ジュニアリーダー養成事業

　学区内を越えた仲間と、団体活動の楽しさや集団活動を
通して自律・共同・奉仕を体験的に学習し、普段学校や家
庭では期待しにくい経験を体験し、地域の子どものリー
ダーとして活躍できる子どもを育てる。

→ → → 2,097

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 放課後子どもクラブ推進事業
　安全・安心な子どもの活動拠点を設け、地域の方々の参
画を得て、子ども達と共に勉強やスポーツ、文化活動、地
域活動を地域住民との交流活動等の取組を推進する。 → → → 4,947

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
青少年育成地区民会議支援事
業

　青少年問題のもつ重要性に鑑み、広く地区民の総意を結
集し、市及び市民会議の施策に呼応して、次代を担う青少
年の健全育成を図る。 → → → 13,611

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
南アルプス市警察署管内少年
補導員支援事業

　次代を担う青少年の健全育成のために、多様化する青少
年の問題に市民全体で取り組む活動に対し支援する。 → → → 897

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

新規
キッズタウン南アルプス支援
事業

　平成21年7月に南アルプス青年会議所主催で、キッズタ
ウン南アルプス事業を実施した。この事業は、やまなしの
教育振興プランの重点施策にある、企業や関係機関と連携
等を通じ将来に対して夢や希望を抱き、変化する社会で自
立していく力を培う「体系的なキャリア教育の推進」に該
当することから、今後も体系的なプログラムの実践として
企業や関係機関と連携し継続的に支援する。

≫ → → 840

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続
夜叉神太鼓保存会活動支援事
業

　夜叉神太鼓保存会の活動に対して補助金を交付する。 → → → 513

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
甲州遠光太鼓保存会活動支援
事業

　甲州遠光太鼓保存会の活動に対して補助金を交付する。 → → → 105

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 長清太鼓保存会活動支援事業 　長清太鼓保存会の活動に対して補助金を交付する。 → → → 225

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
小笠原長清公顕彰会活動支援
事業

　小笠原長清公顕彰のため流鏑馬、礼法講座等を開催する
ための活動に対して補助金を交付する。 → → → 7,740

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
西新居御崎神社神楽保存会活
動支援事業

　西新居御崎神社神楽保存会の活動に対して補助金を交付
する。 → → → 36

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

歴史的遺産(文化財等)の重要性を市民に普及を図り、適切な文化財保
護と保護した文化財に歴史的価値付けを与えるための調査研究を行
う。

事業費（千円）・実施工程

部局 課

　　施策（３９）歴史・伝統文化の振興

部局 課

政　策 　２５　文化づくりの推進

区分 事業名 事業内容・実施方針

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 文化財保護活用事業
　埋蔵文化財および重要文化財安藤家住宅を除く市内文化
財の保護活用を図る。 → → → 11,103

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 文化財教育普及事業
　地域にある文化財を市民に知ってもらうために、広報し
たり、教育現場で授業を行う事務事業。 → → → 1,599

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 市内仏像等全調査事業
　平成18年度から5年間をかけて、市内の各寺社の協力を
仰ぎ仏像等の悉皆調査を行ってきた。その報告書の作成と
調査結果を公開する事業。 ● 2,008

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続
長谷寺本堂防災施設保守点検
支援事業

　国重要文化財長谷寺本堂について、所有者の行う火災報
知機等防災施設に対する保守点検業務について委託費を補
助する。 → → → 33

教

育

委

員

会

文

化

財

課

新規 穂見神社管理・復旧支援事業
　県指定文化財「穂見神社本殿」は、屋根等の老朽化が著
しく、雨漏りがするので修復のための補助金を交付する。

≫
●

1,401

教

育

委

員

会

文

化

財

課

新規 宝珠寺管理・復旧支援事業
　県指定文化財「宝珠寺のマツ」は、腐朽が著しく倒木の
恐れがあるので、倒木防止支柱設置のための補助金を交付
する。

≫
●

412

教

育

委

員

会

文

化

財

課

新規 野中神社管理・復旧支援事業
　市指定文化財「木造野中地蔵菩薩坐像」を安置する建物
の老朽化が著しいので、その修復のための補助金を交付す
る。

≫
●

346

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続
ふるさと文化伝承館（文化財
調査事務所）維持管理事業

　南アルプス市の文化財情報の発信拠点として、「ふるさ
と文化伝承館（文化財調査事務所）」を維持管理すること
により、ここでの文化財の調査研究、適切な保管収蔵、展
示公開、体験学習の推進等を通じ、地域文化の振興を図る

→ → → 17,304

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 ふるさと文化伝承館運営事業
　文化財情報の発信拠点として更に周知を行うとともに地
域文化の振興を図る。 → → → 8,265

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 市内試掘確認調査事業

　市内400か所を超える埋蔵文化財（遺跡）及びその周辺
で開発行為・公共事業等を行う場合には、事前に遺跡の有
無について確認し、遺跡が存在すれば埋蔵文化財保護上必
要な措置をとらなければならない。このうち、遺跡の有無
確認調査については、教育委員会の負担で行う

→ → → 34,577

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 埋蔵文化財保存活用事業

　埋蔵文化財の適正な保護を図るため、市民に埋蔵文化財
の存在を周知し文化財保護意識を醸成するために行う事
業。
　史跡めぐりや遺跡案内板の設置、遺跡めぐりマップの作
成縄文体験教室の開催等多角的に事業展開をおこなう。

→ → → 6,242

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続
国指定史跡「御勅使川旧堤
防」整備事業

　国指定史跡となった御勅使川旧堤防（将棋頭・石積出）
について、史跡としての価値を保全し、一層の活用を図る
ために公有地化し、史跡公園等の整備を目指す。 → → → 19,684

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 埋蔵文化財調査受託事業
市内開発等に伴う、埋蔵文化財の発掘調査及び調査報告書
作成受託事業。 ● 13,643

教

育

委

員

会

文

化

財

課

区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程

部局 課



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 安藤家住宅運営管理事業

　市の所有する国重要文化財安藤家住宅の公開展示を通
じ、地域文化の振興を図り、同施設を南アルプス文化の発
信拠点のひとつとして活用する。また、観光資源として活
用する。

→ → → 15,885

教

育

委

員

会

文

化

財

課

継続 安藤家住宅イベント開催事業

　20年度に市の所有となった、国重要文化財安藤家住宅の
市内外への周知とより一層の活用の充実をはかるため、市
内小中学生、および市民一般に向けた各種イベントを開催
する。

→ → → 1,425

教

育

委

員

会

文

化

財

課

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 スポーツ振興審議会運営事業
　南アルプス市教育委員会の諮問を受け、答申並びに社会
体育行政の方向性について指針を示す。 → → → 423

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
南アルプス市体育協会支援事
業

　南アルプス市体育協会に事業・運営・人件費補助金を交
付する。 → → → 240,282

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
県外スポーツ大会出場支援事
業

　県内の各種スポーツ大会において、優秀な成績（優勝・
準優勝）を収めた個人及び団体に、補助金を交付する。 → → → 3,900

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 体育指導委員会活動支援事業 　体育指導委員会が実施する自主事業に対し支援する。 → → → 23,456

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 市ホッケー大会運営事業
　市の特色あるスポーツとしての位置付けにあるホッケー
競技の普及・継承を目的として、小学生のホッケー交流大
会を開催する。 → → → 1,254

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
小中学校ホッケー指導者派遣
事業

　ホッケー競技の普及・継承を目的として、小中学校へ
ホッケー協会より指導者の派遣を行なう。 → → → 7,224

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
全国スポ少ホッケー交流大会
派遣・参画事業

　市ホッケー交流大会（6月開催）の優勝チーム男女各１
チームが滋賀県にて開催される全国大会に出場する。 → → → 4,482

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 ホッケー団体支援事業
　山梨県ホッケー協会・県高等学校体育連盟に対し、大会
開催補助金を交付する。 → → → 384

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続
桃源郷マラソン大会活動支援
事業

　桃源郷マラソン大会開催にあたり、桃源郷マラソン実行
委員会に補助金を交付する。 → → → 45,090

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

　　施策（４０）スポーツ・レクリエーション活動の推進

区分 事業名 事業内容・実施方針

市民が気軽にスポーツ・レクリエーションに親しむことができる環境
を整備し、『底辺の拡大』『生涯スポーツの振興』に努める。

事業費（千円）・実施工程

部局 課

政　策 　２６　スポーツ・レクリエーションの振興

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針

事業費（千円）・実施工程



Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ ３ヶ年計事業費

継続 各種スポーツ教室開催事業
　子供から高齢者まで、多くの市民の体力向上と健康増
進、生きがいづくりのため各種スポーツ教室を開催する。 → → → 24,486

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 社会体育施設指定管理事業
　市内にある社会体育施設の維持管理を目的として指定管
理制度を導入し、市学校開放施設等の時間外一般開放業務
を同様に委託している。 → → → 120,903

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

継続 社会体育施設維持管理事業
　安全・安心を基本に社会体育施設の維持・補修（大規模
除く）を行なう。また、施設及び隣接駐車場等の賃借契約
を行なう。 → → → 8,490

教

育

委

員

会

生

涯

学

習

課

事業費（千円）・実施工程

部局 課区分 事業名 事業内容・実施方針



基本政策 Ⅰ：情報と連携の都市づくり

政策 １：行財政改革の推進

№ 前期施策 後期施策 主管課

1 行政体制の充実 財政の健全化の推進
総合政策部
財政課

行政改革の推進
総合政策部

№

1

№

2
行政システム課

2 行政サービスの充実
財政の健全化の推進・行政改革
の推進に統合

政策 ２：地域ネットワークの充実

3 ＩＴ化の推進と活用 行政の義務のため施策から削除

3
みんなでまちづくり支援課

№ 前期施策 後期施策

4 地域コミュニティ活動への支援 地域コミュニティ活動への支援
市民部

主管課

主管課

4
市民活動センター

政策 ３：市民参加システムの構築

5 市民の自主的活動の促進 市民の自主的活動の促進
市民部

№

№

5
みんなでまちづくり支援課

№ 前期施策 後期施策

6 市政への直接参加システムの構築 市政への直接参加システムの構築
市民部

政策 ４：国際交流・地域間交流の推進

7 行政情報の積極的な公開
市政への直接参加システムの構
築に統合

6
政策推進課

№ 前期施策 後期施策

8 交流活動の推進 交流活動の推進
総合政策部

主管課

政策 ５：男女共同参画社会づくりの推進

№ 前期施策 後期施策

№

主管課 №

9 男女共同参画社会システムの充実 男女共同参画社会づくりの推進
市民部

7
みんなでまちづくり支援課

政策 ６：安全な環境づくり

10 女性の社会参加活動支援
男女共同参画社会づくりの推進
に統合

8
危機管理室

№ 前期施策 後期施策

11 防災体制の充実 防災体制の充実
総務部

主管課

9
みんなでまちづくり支援課

12 地域防犯体制の充実 地域防犯体制の充実
市民部

政策 ６：安全な環境づくり



№ 前期施策 後期施策 主管課 №

14 市民生活相談体制の充実 安心できる市民生活の実現
市民部

11
みんなでまちづくり支援課

前期施策 後期施策 主管課

基本政策 Ⅱ：にぎわいと活力あふれる都市づくり

政策 ７：農林水産業の振興

農産物のブランド化と販路の拡大
農林商工部

№

15 生産を支える基盤の整備充実 生産を支える基盤の整備充実
農林商工部

12
農林振興課

№

13
農林振興課

17 山林の保全と活用
自然と共生する地域づくりに統
合

16 農産物のブランド化と販路の拡大

政策 ８：商工業の振興

№ 前期施策 後期施策

18 産業支援の充実 商業の振興
農林商工部
観光商工課

主管課 №

14

15
観光商工課

19 地域産品のブランド化の推進

20 新たな産業の創出 工業の振興
農林商工部

農産物のブランド化と販路の拡
大に統合

政策 ９：地域資源を活かした観光の振興

№ 前期施策 後期施策

21 観光基盤の整備 観光基盤の整備
農林商工部
観光商工課

主管課 №

16

22 受入態勢の整備

23 観光情報発信の強化 観光基盤の整備に統合

観光基盤の整備に統合

政策 １０：労働環境の整備

№ 前期施策 後期施策 主管課 №

24 就労の促進 就労の促進
農林商工部

17
観光商工課

13 交通安全対策の強化 交通安全対策の強化
市民部

10
みんなでまちづくり支援課



前期施策 後期施策 主管課

基本政策 Ⅲ：うるおいと利便性のある都市づくり

政策 １１：道路網の整備

№

25 幹線道路の整備 生活関連道路の整備
建設部

18
道路整備課

№

26 生活道路の整備 生活関連道路の整備に統合

政策 １２：治水対策の河川等の整備

№ 前期施策 後期施策

№

主管課 №

27 河川・水路の整備 河川・水路の整備
建設部

19
道路整備課

政策 １３：都市空間の整備

28 親水空間の整備
河川整備の一環事業のため
施策から削除

20
都市計画課

№ 前期施策 後期施策

29 街並み景観の整備 街並み景観の整備
建設部

主管課

政策 １４：上下水道の整備

30 安らぎ空間の整備 安らぎ空間の整備

後期施策 主管課

21
都市計画課
建設部

建設部

№

31 良質な水の安定供給 良質な水の安定供給
企業局

22
総務課

№ 前期施策

前期施策 後期施策 主管課

23
下水道課

政策 １５：市街地・住環境の整備

32 下水道等の整備 下水道等の整備

街路の部分は、生活関連道路の整備に、公
園の部分は、安らぎ空間の整備に統合

№

33 計画的なまちづくりの推進 計画的な土地利用の推進
建設部

24
都市計画課

№

35 住環境の整備 住環境の整備
建設部

25
建築住宅課

34 市街地の整備

政策 １６：公共交通の整備

№ 前期施策 後期施策 主管課 №

36 公共交通ネットワークの充実 公共交通ネットワークの充実
総合政策部

26
政策推進課



前期施策 後期施策 主管課

基本政策 Ⅳ：快適で心のかよいあう都市づくり

政策 １７：社会福祉の充実

28
子育て支援課

№

37 地域福祉の充実 地域福祉の充実
保健福祉部

27
福祉課

№

高齢者福祉の充実
保健福祉部

38 児童福祉の充実 児童福祉の充実
保健福祉部

29
介護福祉課

40 障害者福祉の充実 障害者福祉の充実
保健福祉部

30
福祉課

39 高齢者福祉の充実

政策 １８：健康づくりの推進

№ 前期施策 後期施策 主管課 №

41 保健・医療の推進 保健・医療の推進
保健福祉部

31
健康増進課

政策 １９：自然環境の保全と活用

№ 前期施策 後期施策 主管課 №

42 自然と共生する地域づくり 自然と共生する地域づくり
総合政策部

32
地球温暖化対策室

政策 ２０：快適生活環境の整備

№ 前期施策 後期施策

№

主管課 №

43 循環型社会の確立 生活環境の保全に統合

33
環境課

政策 ２１：窓口サービスの拡充

44 生活環境の保全 生活環境の保全
市民部

34
窓口サービス課

№ 前期施策 後期施策

45 窓口サービスの向上 窓口サービスの向上
市民部

主管課



後期施策 主管課

基本政策 Ⅴ：個性と文化を育む都市づくり

政策 ２２：生涯学習ネットワークの整備充実

№

№

46 生涯学習システムの拡充 生涯学習システムの推進
教育委員会

35
生涯学習課

№ 前期施策

政策 ２３：学校教育の充実

47 生涯学習拠点の整備充実 生涯学習システムの推進に統合

№ 前期施策 後期施策

48 次代を担う人づくりの推進
学力関係は、施策「生きる力」を育む学校
教育の推進に統合、その他は、学校施設の
整備に統合する。

主管課

49 「生きる力」を育む学校教育の推進 「生きる力」を育む学校教育の推進
教育委員会

37
教育総務課

36
南アルプス教育推進課

50 学校施設の整備充実 学校施設の整備充実
教育委員会

政策 ２４：青少年の健全育成

№ 前期施策 後期施策 主管課 №

51 健全育成支援体制の強化充実 健全育成支援体制の強化充実
教育委員会

38
生涯学習課

政策 ２５：文化づくりの推進

№ 前期施策 後期施策 主管課 №

52 地域資源を活かした地域文化の振興 歴史・伝統文化の振興
教育委員会

39
文化財課

前期施策 後期施策 主管課

政策 ２６：ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝの振興

53 芸術・文化施設の充実 生涯学習システムの拡充に統合

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動の推進に統合

№

54 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動の推進 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動の推進
教育委員会

40
生涯学習課

№

55 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設の充実
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